
実施項目No 3 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

公の施設に係る指定管理者制度への移行 企画調整課

計画策定・実施 実施 実施

H18 H19

実施・評価・見直し

効　　　果

・指定管理者制度
導入済み施設　１
施設

導入目標値の20%
を達成

・導入済み施設とし
てシビック・ガーデ
ンと医療センターの
２施設

・導入目標値の
40％を達成

・市営住宅中延住
宅を廃止

進捗評価 今後の進め方

・調査をした結果、
検討が進み、施設
の管理のあり方とし
て「廃止」や「民営
化」、「直営」、「指定
管理者」という方向
性がでてきた。

・玉里ふれあい農
園を廃止

評　　　価

自己評価

・所管課に対して
H18年度に施設の
管理の「あり方の検
証をした結果、「検
討する」という回答
が多かったため、指
定管理者制度導入
等を検討した結果
はどうなったかとい
う調査実施した
（H20.12月）

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

評価の意見・反省点

既存の公の施設の管理ついて検討が進み、方向
性がでてきました。指定管理者や民営化の方向性
をだした施設については、計画の基づいた進行管
理を行っていきます。老朽化が進んだ施設や利用
率が低下した施設は廃止の方向で進めていきま
す。

取組内容

・指定管理者制度
導入に関する指針
の策定
・条例、規則の整備
・各施設の管理の
あり方の検証

実施

・小美玉市国保中
央病院について、
指定管理者制度を
導入

・各施設について指
定管理者制度導入
等の検討結果状況
調査の実施

・前年度の調査結
果を元に施設につ
いて所管部署にヒ
アリング等を実施
し、進行管理を行う

進捗状況

・指定管理者制度
導入に関する指針
の策定(H18.5月)
・公の施設の指定
管理者の指定手続
等に関する条例・規
則（H18.6月）
・管理のあり方の検
証(H18.10月)

・指定管理者を公
募（H19.7月）し、７
月に議決を得る。
H20年４月より指定
管理開始。

現状と課題

従来、公の施設の管理は管理委託制度により公共団体等に限られていたが、平成15年の地方自治法
の一部改正により、民間事業者を含めた幅広い団体に委ねることができる指定管理者制度が設けられ
た。今後公の施設は直営で管理するか指定管理者制度を導入する。

H20 H21

実施内容

市の公の施設について管理のあり方を検証し、存続するか廃止するか、直営で管理するか指定管理者
制度を導入するかを決める。また、この検証は随時行うこととする。
・指定管理者制度導入に関する指針の制定
・条例、規則の制定

予測効果

・経費の節減。
・市民サービスの向上。
・公の施設（５１施設）の10％を指定管理者制度の導入目標値(５施設)とする

H22
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実施項目No 3 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

平成20年度においては、羽鳥保育所の今後のあり
方について、保育所民営化等の実施市町村の先
進事例を参考に、実現に向け具体策の検討を行い
ました。

効　　　果

取組内容

社会福祉課内にお
いて現状での問題
点等の調査・研究・
分析。

進捗状況

課内において、年
度内に２回の検討
会を行った。

予測効果

・経費の削減。
・保育サービスの充実及び向上。

計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

計画策定

H21H20

（仮称）公立保育所
あり方検討委員会
を設置し今後のあり
方について検討す
る。

課内に（仮称）羽鳥
保育所あり方検討
委員会を設置し保
育所の整備・運営
形態等について検
討を行った。

職員によりワーキン
グチームを組織し、
H２０年度からの検
討員会の設置に向
け、一歩前進した。

指定管理者制度の
導入に向けての検
討。

羽鳥保育所のあり
方（民営化を含む）
についての検討。

計画策定

H22

実施内容

羽鳥保育所のあり方について検討する。
・第三者で構成する小美玉市公立保育所のあり方検討委員会を設置する。
・要綱の制定

公の施設に係る指定管理者制度への移行（羽鳥保育所） 　社会福祉課

現状と課題

女性の社会参加が進む中、就労形態の多様化、核家族化の進行などにより、保育ニーズは一層増大、多様化の
傾向にある。また、築３６年経過による施設の老朽化に伴い大規模な改修が必須である。これらの問題に柔軟か
つ的確に対応するため検討委員会を設置し羽鳥保育所のあり方について検討する。
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実施項目No 3 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

今後の進め方 評価の意見・反省点

H20

寿荘運営協議会に
おいて施設の建て
替えと同時に指定
管理者制度に移行
することが方向づけ
られた。

施設の建て替え等
を含めた、指定管
理者制度への移行
について、寿荘運
営協議会に諮る。

公の施設に係る指定管理者制度への移行（小川温泉寿荘） 福祉事務所小川支所

現状と課題

当施設は、昭和49年運用開始以来32年が経過しており、老朽化も進み設備及び施設関係の維持管理に苦慮し
ている現状であります。当初より施設の管理運営を直営で行っておりますが、現在の財政事情並びに行財政改革
を踏まえ、調査検討し指定管理者への移行が望ましいと考えます。

実施内容

業務内容を等を精査し、市内の類似施設との調整を図りながら、保健福祉部内にて協議しながら進め
ていく。

予測効果

営業時間の延長、臨時職員の雇用、休館日等の検討の創意工夫により利用者ニーズに対応したサー
ビスが提供できる。

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

自己評価

本部評価

取組内容

検討中

進捗状況

検討中

効　　　果

評　　　価

寿荘運営協議会の
開催（H２０・７）
寿荘整備事業基本
計画書作成完了（H
２１・３）
整備用地買収完了
（H２１・３）

 D　見直し

引き続き、協議を重ね、指定管理者制度への移行
を進めていきます。

寿荘運営協議会に
おいて、基本計画
（指定管理者を含
む）内容を協議して
頂き、実施設計策
定作業。　　併せ
て、地元説明会を
開催。

業務内容等を精査
し、類似施設との課
題等を調整

指定管理者制度の
導入に当たっては、
施設の老朽化が進
んでいるため、新築
等を含めて調査段
階である。

 D　見直し

進捗評価

H21
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実施項目No 4 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

口径20㍉で20㎥を1ヶ月使
用した場合
小川・美野里地域  3,391円
玉里(湖北水道)地域  4,105円
・営業収益の増収により経
営基盤が強化された。
（前年度比較　1.7％増）
・利用者負担の均衡化が図
られた。

水道局

・小美玉市水道事業
基本計画を策定（H20
年3月）
・水道料金見直しのシ
ミュレーションを実
施、小美玉市水道事
業審議会より、水道
料金等統一の答申を
受ける。（H20年3月）

・給水条例を改定
し、美野里地区及
び小川地区の水道
料金等を統一した。
（平成20年11月1日
施行）
・料金統一の周知
徹底を図った。

水道料金等の統一化

実施 実施

口径20㍉で20㎥を1ヶ
月使用した場合
小川水道事業　    2,850円
美野里水道事業　 3,390円
玉里(湖北水道)地域4,105円
・平成20年度に給水条例改
正に向けた準備を整えた。

現状と課題

現在は、旧町の水道料金等で業務を行っており、料金に差異があるので、利用者負担の均衡化を早急
に図る必要がある。

H20 H21

実施内容

水道施設整備基本計画・財政計画を策定し、基本計画に基づいた水道料の体系改定を進める。
①水道の給水料金
②量水器の使用料
③給水装置の新設又は改造に伴う水道加入金の統一化

H18

予測効果

①営業収益の増収
②経営の基盤強化
③施設整備の充実化
④安定した供給ｻｰﾋﾞｽの向上

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

今後の施設整備計画及び財政状況を鑑みた小美
玉市水道事業基本計画を基に、給水条例を改定
し、美野里地区と小川地区の給水料金、量水器の
使用料、加入金を統一しました。今後も施設整備
の進捗状況と経営基盤の状況を考慮しつつ、適正
な水道料金の維持に努めていきます。

取組内容

小美玉市水道事業
基本計画策定書の
中で、料金の見直し
を検討するため料
金のシミュレーショ
ンを行い、料金改定
の策定を行う

・小美玉市水道事
業基本計画の策定
・水道料金見直しの
シミュレーションの
実施
・小美玉市水道事
業審議会での検討

・小美玉市水道事
業基本計画を基
に、給水条例を改
定し、水道料金等を
統一する。

H22H19

計画策定 計画策定

進捗状況

小美玉市水道事業
基本計画策定業務
委託を１９年度コン
サル発注に向けて
準備を進めている

効　　　果

口径20㍉で20㎥を1ヶ
月使用した場合
小川水道事業　    2,850円
美野里水道事業　 3,390円
玉里(湖北水道)地域4,105円

実施・評価・見直し

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 5 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

水道料金関連業務の委託 水道局

現状と課題

年々増加傾向にある水道料金の未納については、滞納整理・給水停止を実施し、料金確保のために厳
しい対応を実施しているが他業務と平行して増加する個々の継続的な対応には限界がある。また、現
行の個人委託による検針業務は不慮の事故に対する対応が困難であり、早急に改善が必要である。
今後水道事務所の一本化により、業務の効率的な推進を図るために民間委託を進める。

H20 H21

実施内容

①水道料金の徴収業務
②給水停止（閉栓：開栓）業務
③量水器の検針業務等の委託をする

予測効果

①水道料金の営業収益(徴収率）の向上
②経費の削減
③人員の削減
④安定した検針業務の履行

・小川地区及び美
野里地区の料金シ
ステムの統合
・他市町村の状況
情報の収集と費用
対効果の検討

・県内の委託状況を把
握し、他市町村の委託
内容を研修、課題を分
析する。
・費用対効果をシミュ
レーションする。
・委託する業務内容の
検討、仕様書等を作成
する。

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

・費用とサービス向上、
効率的な運営等効果を
再度シミュレーションす
る。
・委託する業務内容を再
度検討し、仕様書等を
精査する。
・委託業者を選定、引継
ぎ等の準備作業を円滑
に実施する。

進捗状況

近隣団体との情報
交換を密に行い検
討作業中である

・小川地区及び美野
里地区の料金システ
ムを統合（H20年3月）
・近隣市町村の状況
情報の収集と費用対
効果を検討

・県内44市町村のうち、
30市町村で委託を実施
中、3市の先進地視察研
修を実施した。
・費用対効果シミュレー
ションにより、経費、人
員削減効果を確認した。
・効率的な業務内容を
検討、仕様書を作成し
た。

取組内容

他市町村の状況情
報の収集と費用対
効果の検討を図る

県内水道事業者の委託状況、内容を研修し、業務
内容、委託効果を検討し、仕様書、業務引継ぎに
かかる調整、スケジュール（案）等を作成しました。
業務内容について、再度精査し、平成21年後半よ
り準備作業をすすめ、平成22年4月1日より委託を
実施します。

効　　　果

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し
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実施項目No 7 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

計画策定

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

指定管理者の運営により、限られた資源の有効活
用に繋がり、今後も市民サービスの向上が期待で
きます。今後も自治体病院としての機能を確保でき
るよう、指導していきます。

効　　　果

・民間手法の導入に
よる経営の健全化
・医師、看護師、医療
技術者の安定的確保
が見込まれる

・職員数の削減
59人→23人（H21は
16人）

・一般会計からの操出金の減額及び定額制（１億３千万円以下）
・職員数の削減（９．２％以上）

H18 H19

進捗状況

・第3者経営評価と
して総務省経営ｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｻﾞｰ派遣事業実
施（H18.10月）
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの策定
（H19.3月）

・指定管理者選定委
員会（H19.5月）
・公募（H19.6月）
・指定管理者指定
（H19.7月）
・指定管理者移行
（H20.4月）

指定管理者による
運営

H22

実施・評価・見直し

取組内容

・第三者経営評価
検討
・ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの検討
・病院運営検討会
の設置検討

・公的医療機関運営
審議会にて指定管理
者制度導入を検討決
定

4月から指定管理者
による運営開始

実施 実施 実施

H20 H21

病院事業の経営改革の推進 医療保険課

現状と課題

医療改革により全国の公的医療機関（自治体病院）は、診療報酬の引き下げや常勤医師の確保の困
難化により、経営がますます厳しい状態が予測されており、経営健全化に対する早急な対応が必要と
なっております。

実施内容

・定員管理（施設基準）の適正化
・経常経費の削減（職員給与費の見直し、入札制度の改善、業務の民間委託への推進）
・常勤医師の確保
・未収金の解消対策

予測効果

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 9 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

実施・評価・見直し

評価の意見・反省点

・「小美玉市自治基
本条例策定委員
会」を設置(H18.10)
・委員会６回開催
・自治基本条例（素
案）の検討

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

・H19.5 素案提出
・H19.10 最終素案提
出
・H19.12　制定
・H20.1～2　パブリック
コメント規則案の意見
公募

・H20.4.1 施行

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

計画策定

効　　　果

パブリックコメント実施
①行財政改革大綱
(素案)  H18.11月

パブリックコメント実施
①自治基本条例素案
②総合計画基本構想
(素案)
③総合計画の策定
④パブリックコメント規
則の制定

パブリックコメント実施
①男女共同参画条例
（素案）
②耐震改修促進計画
（案）
③サインシステム基本
計画（案）
④第1次小美玉市障が
い者計画（素案）・第2期
小美玉市障がい福祉計
画（素案）
⑤高齢者福祉計画・第4
期介護保険事業計画
（素案）

進捗状況

取組内容

・自治基本条例(素
案)の策定

・小美玉市自治基
本条例の制定
・小美玉市パブリッ
クコメント規則(案)
の策定

・小美玉市パブリッ
クコメント規則の施
行

実施内容

現在、平成20年度制定を目標に小美玉市の憲法とも言える「自治基本条例」を策定中である。その策
定を通じて、市民の多様な意見を反映した意思決定を行うシステムを確立し、意思決定過程の公正性
と透明性の向上を図り、市民と協働のうえに開かれた市政の推進を図ることを目的に、パブリック・コメ
ント手続制度（市民意見提出手続）を導入する。

計画策定 実施 実施

予測効果

・市政の透明性の向上。
・市民との協働意識の醸成。
・幅広い市民意見や専門的知識等の活用。
・職員の職務に対する責任の自覚高揚、政策形成能力及び説明能力の向上。

H18 H19 H20

パブリックコメント手続制度の導入 秘書広聴課

現状と課題

政策や条例等の策定にあたっての市民意見の反映は、個別事項ごとに各担当部署が審議会等の付属
機関により行っているか又は行っていないなど、その手続に統一性が欠けている。市政への積極的な
市民参加が求められる今日において、市民生活等に影響を及ぼす政策や条例等の策定にあたって
は、市民の意見を直接聴取するルールを構築する必要がある。

H21 H22

制度の導入は計画通りに進められました。
今後も引き続きパブリックコメントを実施していくこ
ととして、改革終了とします。

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 10 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評価の意見・反省点

本部評価

取組効果

 D　見直し評　　　価

進捗状況

・まちづくり審査会の
設置（H18.7月）

 D　見直し

・まちづくり組織に住
民組織8団体を認定
・1事業に補助金交付
を決定

・新たな補助金導入で新規
まちづくり組織の誕生と既
存組織の活動強化が期待
できる。
・無記名投票の実施で審査
の公正性を向上できた。
・徐々に支援事業が市民へ
普及しはじめ、19年度はま
ちづくり組織として４団体を
新たに認定し、１２団体２１
事業に補助金を交付した。

・新組織設立により、情
報の共有化、活動の連
携　が期待できる。
・要項のなかにおいて、
誤解釈されえやすい表
現箇所を修正したことに
より、適正な事業申請が
図られた。
・新たにH20、７団体を組
織認定し、16団体28事
業に補助金交付をした。

進捗評価 今後の進め方

・H２０年度からの新規
まちづくり組織への団体
運営補助新規導入と補
助対象経費の緩和を関
係者協議をとおして決
定。（H20.2月）
・無記名投票による採決
を第２回審査会で実施。
（H19.10月）
・事業の公募と審査結
果をお知らせ版・ホーム
ページで周知した。

自己評価

・まちづくり組織条例・
規則の改正（H18.9
月）

・第2回審査会開催に
より事業開始（H19.1
月）

・新たに、組織した
連絡会相互の連携
強化。
・支援内容の充実
化
・新組織認定の拡
大

取組内容

・支援事業の核となる
まちづくり審査会の設
置

・支援内容の充実
化検討
・まちづくり審査会
の審査方法の確立
・支援事業の市民
等への周知徹底

・まちづくり支援団
体組織化
・支援内容の充実
化
・支援事業の市民
等への周知徹底

・まちづくり組織条例・
規則の改正

・支援事業運用開始

計画策定 実施 実施 実施

予測効果

・市民と行政が協働していくまちづくり。
・公共的サービスを担う団体の育成と自立を支援
・補助金の公募方式の前段としての取り組み

H18 H19 H20 H21

現状と課題

市内の地域活動団体・ボランティア団体等をまちづくり組織条例をもとに、まちづくり組織と認定し、その
組織の自主性・自立性を育成支援していくことが必要である。

実施内容

・まちづくり組織条例の仕組みを広く市民に浸透させていくため、本条例の仕組みを広報紙等で地域活動団体に
お知らせし、団体の市民公益的活動に自主性・自立性を発展的に発揮できるような支援方策を考えていく。
・まちづくり組織条例の策定
・まちづくり組織支援事業の推進

まちづくり組織団体が組織化がされたことにより情
報の共有化、活動の連携が期待されます。
今後は組織化された連絡会の事業の充実と活動
強化を図り、協働のまちづくりを推進していきます。

・「まちづくり組織連
絡会」設立
（H21.12.25）
・支援事業実施要
項の内容等を関係
者と協議のうえ整
理。
・継続して、事業の
公募と審査結果を
市広報・ＨＰで周
知。

H22

実施・評価・見直し

まちづくり活動支援等による協働の推進 地域振興課
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実施項目No 11 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評価の意見・反省点

 D　見直し

 D　見直し

現在、小美玉市では「小美玉市情報公開条例」に基づき、市民から情報公開の請求があった場合に、所定の手続
きを経て公文書を公開しています。しかし市民が必要とする情報の中には、この情報公開制度を利用するものば
かりではありません。そのような情報については条例に基づく手続きを経なくても市民がいつでも、容易に入手で
きるようにしておくことが必要です。「情報公開」から「情報提供」へ一歩進んだ考え方を職員が意識をすることも求
められます。

計画策定 計画策定

情報提供制度の確立 企画調整課

現状と課題

実施内容

・情報提供制度指針の作成
・職員説明会の実施
・情報提供の開始（平成22年3月より）

予測効果

・市民協働の行政運営
・公正で開かれた市政の実現

H18 H19 H20 H21 H22

取組内容

・行政の情報化に向
けた研究

・会議公開制度の導
入について、調査・研
究。
・情報提供制度の構
築。

・情報提供制度の指
針の作成
・職員説明会の実施

・会議公開制度につ
いて県内自治体の調
査実施（H19.10月）
・新たな情報制度の
構築に向けたプロ
ジェクトチーム「情報
提供制度案作成作業
部会」を設置。

・情報提供の推進に
関する指針の作成
(H20.5月)
・先進地視察　牛久市
(7月)・我孫子市(2
月)・印西市(2月)
・情報提供を市ｳｪﾌﾞｻ
ｲﾄで行うためCMS導
入が予算化になって
から職員説明会を実
施する。

実施・評価・見直し

・情報提供開始に
向けた職員説明会
の実施
・市民への情報提
供開始(H22年3月)

計画策定 実施

進捗状況

・先進地事例の調査実
施（H18.11月）

評　　　価

進捗評価

本部評価

効　　　果

今後の進め方

自己評価

市民がいつでも、どこでも行政情報を入手すること
ができるようにするため市ｳｪﾌﾞｻｲﾄを利用すること
が最も有効な方法であることから、CMS導入時に
合わせることになりました。H22年3月から情報提供
開始に向けて各課から多くの情報が提供されるよ
うしていきます。
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実施項目No 12 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・各団体による住民
参加活動の実施が
なされた
・読み聞かせボラン
ティアの活動紹介
及び顕彰（文部科
学大臣）
・人材バンク構築の
継続と実施（登録者
活用件数：４件）

・青少年健全育成
団体の活動活性化
・図書館ボランティ
アの活動促進
・生涯学習人材バ
ンクの活用

実施計画策定 実施・評価・見直し

・青少年健全育成
団体の活動が定着
化しつつある。
・生涯学習人材バ
ンクの作成により、
市内の活動者の掘
り起しが進んだ。

評価の意見・反省点

進捗状況

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

 D　見直し

 D　見直し

自己評価

本部評価

効　　　果

NPO・ボランティア活動支援等の推進 生涯学習課

・青少年健全育成
団体の活動活性化
・図書館ボランティ
アの活動促進
・生涯学習人材バ
ンクの作成

計画策定

H18 H21 H22

計画策定

現状と課題

・市内には、多様な形態を有する地域団体などの市民公益活動団体及び専門的な特技を持つ個人等が、それぞ
れに活発な活動を展開している。
・市民参加型の行政運営を推進するため、地域団体などが自主性・自立性をもちながら持続的・安定的な組織と
して発展し、まちづくりへの参加意欲を高めるなど育成支援する必要がある。

・青少年を育てる小
美玉市民の会及び
青少年相談員連絡
協議会による、巡回
指導・相談活動・社
会環境浄化活動等
の実施
・ボランティア団体
による本の読み聞
かせを実施

実施内容

・各学校に於いて、連絡会議の開催、コーディネーターの育成。
・ボランティア団体に対する研修等の実施。
・青少年の健全育成活動・地域安全パトロールなど民間人による活動の展開。
・市立図書館におけるボランティア受け入れ態勢の整備。

予測効果

・住民意識の向上・住民参加。
・地域と学校の連携。

取組内容

・ボランティア団体
や青少年健全育成
団体の調査・把握
・市立図書館の運
営方法の調査と研
究

・青少年の健全育
成活動、地域安全
パトロールなど民間
人による活動展開
・図書館におけるボ
ランティア受け入れ
態勢の整備

H19 H20

・ボランティア団体
や青少年育成団体
のデータベース作
成
・市立図書館の運
営状況調査実施

青少年健全育成団体・読み聞かせボランティアの
活動が定着してきたことにより市民参加のまちづく
りが推進されてきています。なお、生涯学習人材バ
ンク登録者については、引き続き啓発をし、登録者
の活用を強化を図ってまいります。
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実施項目No 13 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

現状と課題

市民から直接的あるいは間接的に寄せられる｢声」を広く聴き、それを市の施策や事業に反映させるた
め、より多くの市民の声が政策過程に反映させるようなシステムの構築が必要である。

H22

実施・評価・見直し

広聴機能の強化（市政モニター） 秘書広聴課

実施内容

・市政モニター制度の活用
・市長へのはがき
・市長との対話の日
・提言や苦情等のデータベース化

予測効果

・住民ニーズの把握と説明責任を果たす。
・市の主要事業の理解を深めることが期待できる。

実施 実施 実施 実施

H18 H19 H20 H21

取組内容

・市政モニター制度
の活用
・市長へのはがき
・市長との対話の日
・市政へのご意見・
ご提案

・市政モニター制度の
活用
・市長へのはがき
・市長との対話の日
・市政へのご意見・ご
提案
・市政提案箱の設置

進捗状況

・市政モニター制度の活
用(Ｈ18．10～）
・市長へのはがき(H19.1
～）
・市長との対話の日
H19.1～月1回
・市政へのご意見ご提
案

市政提案箱を新たに
設置した。（H20.1～）

・モニター提案（20件）
・市長へのはがき（2
件）
・市長との対話の日
（3人）
・市政へのご意見･ご
提案(36件）

・モニター提案（29件）
・市長へのはがき（33
件）
・市長との対話の日
（20人）
・市政へのご意見･ご
提案(46件）
・市政提案箱(1)
・その他(6件）

市に寄せられた多く
の提言や苦情等に対
し、文書等で回答し、
説明責任を果たすこ
とができた。

・市政モニター制度の活
用
・市長へのはがき
・市長との対話の日
・市政へのご意見・ご提
案
・市政提案箱の設置
・女性サロンの実施
・提言や苦情等のデータ
ベース化

・市政モニター制度の
活用
・市長へのはがき
・市長との対話の日
・市政へのご意見・ご
提案
・市政提案箱の設置
・女性サロンの実施

・モニター提案（20件）
・市長へのはがき（28
件）
・市長との対話の日（26
人）
・市政へのご意見･ご提
案(50件）
・市政提案箱(33件)

・女性サロン(1回）　ほか

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

効　　　果

 D　見直し

市に寄せられた多くの提言や苦情等に対し、文書
等で回答し、市民の理解を得ることができました。
市政モニター制度については、任期等を含め、制
度自体の見直しを行い、行政のしくみを広く市民に
理解いただけるようにする必要があります。
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実施項目No 14 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

市民に身近な公園の協働管理の推進 都市整備課

現状と課題

市の公園については、市が直接又は民間等に委託して管理運営を行っている。今後、個々の公園に応
じた適切な管理のためには、その公園の性格に基づく管理形態を明確にし、積極的な市民参加を推進
する必要がある。

実施内容

・公園の性格の整理と管理形態の検討（指定管理者制度、里親制度、協働化制度等）
・管理形態等を制度化するための組織の設置
・管理形態の決定と市民への周知

予測効果

・公共施設の効率的な管理
・管理費の削減
・地区の一体性の醸成

・利用形態により地
区管理へ移行すべ
き公園の検討

・地区管理へ移行
すべき公園の検討
及び地元協議

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

効　　　果

取組内容

・市管理公園の現
況整理
・管理形態の把握

進捗状況

・市管理公園の
データベース化

・現行の補助金要
綱の見直し
・地区管理公園の
調査
・地区へ移行すべき
公園の調査・検討

・小川ﾆｭｰﾀｳﾝ内公園
２箇所及び田中台内
公園４箇所について
各区長と地区管理へ
の移行について協議
した。（条件付で各地
区とも内諾済み）
・それ以外の公園に
ついては、引き続き調
査・検討を行う。

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

小川ﾆｭｰﾀｳﾝ内公園２箇所及び田中台内公園４箇
所について各区長と地区管理への移行について協
議し、条件付ではあったが各地区とも内諾が貰え
た事は良かったと思います。

小川ﾆｭｰﾀｳﾝ内公
園２箇所及び田中
台内公園４箇所に
ついて各地区管理
へ移行手続きをす
る。
・それ以外の公園
についての検討を
する。

H20 H21
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実施項目No 16 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・小美玉市里親制
度実施要綱（案）の
制定

H20

市道の里親制度の推進 管理課

現状と課題

現在、市道の管理については、路肩の草刈、路面の清掃、立木の選定、排水施設の清掃、砕石道への
砕石搬入補修等を実施しているが、市道管理を安全確実に行うため、地域の方々や企業及びボラン
ティア団体に市道の里親になっていただき、市道への愛着心をもって協力していただく事により協働で
管理していきたい。

H19

実施内容

市道の里親制度の創設。

予測効果

管理費の削減。
協働の推進。

H21

・道路等の里親制
度の研究調査。
・コミュニティ事業や
まちづくり組織支援
事業との方向性、
理念の連携強化

・道路等の里親制
度の研究調査。

・道路等の里親制
度の研究調査。

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18

進捗状況

・茨城県土木部の
道路里親制度の研
究

・里親制度受託団
体の状況確認。

・小美玉市里親制
度
実施要綱(案)の作
成

取組内容

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

効　　　果

 D　見直し

 D　見直し

内容を精査し要綱の制定を進めていきます。
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実施項目No 17 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

出前講座の実施 秘書広聴課

現状と課題

合併前の美野里町・玉里村において制度化し実施していたが、合併後現在のところ制度化・実施されて
いない。
市が重点的に取り組んでいる事業や市民の関心が高い市政の課題等のテーマを中心に、市民からの
希望に応じ、担当職員等が出向いて説明し、市政に対する理解を深める場が必要である。

実施内容

・小美玉市出前講座の制度化

予測効果

・説明責任の確保
・市政に対する理解が深められ、市民と行政が協働でまちづくりを進めていく基盤が整備される。

H18 H19 H20 H21 H22

計画策定 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

市政出前講座の見
直し

取組内容

・市政出前講座要
綱案作成

市政出前講座要綱
作成(H19．11）

市政出前講座の見
直し

進捗状況

・要綱案原案作成
（H19.3月）

市政出前講座の実施
　　　　　　　　（7講座）
・自治基本条例につ
いて
・小美玉市第１次総合
計画について
・子育て支援のあれこ
れ
・放課後児童クラブに
ついて
・医療センターの概要
について（3回）

市政出前講座の実施
　　　　　　　（20講座）
・後期高齢者医療制
度
・メタボ予防について
・茨城空港について
・医療センターについ
て　ほか

効　　　果

市政に対する理解
を深めていただくこ
とができた。

講座メニューの一
部変更を行ったこと
により、さらにこの
事業の利用数が増
え、市政に対する理
解や関心を深めて
いただくことができ
た。

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

各種団体より出前講座の依頼を受け、その希望に
応じることができました。講座メニューについては、
市民の関心が高まるような新たなメニューを加えて
いくよう講座内容の変更を図ります。（将来は、生
涯学習課の出前講座に一本化されることが望まし
い。）

14



実施項目No 18 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

窓口サービスの向上 市民課

現状と課題

住民の利便性を考えると諸証明の交付や申請、手続などの窓口サービスは１箇所の窓口で行える総
合窓口の必要性が高くなっている。窓口業務を行うカウンターは本庁、支所ともフラットな１カウンターで
プライバシーやバリアフリーの対応がなされておらず今後改善の必要がある。窓口業務の多くを占める
諸証明発行に係る待ち時間短縮を図る必要がある。

H20 H21

実施内容

①住民の利便性向上のための本庁市民課窓口の総合窓口化の実施　　②バリアフリーやプライバシー
に配慮した窓口カウンターの設置やレイアウトの変更　　③窓口業務の市場化テストの検討　　④窓口
での待ち時間短縮や土、日祝祭日の閉庁時におけるサービスとして証明自動交付機の設置検討

予測効果

効率的な業務運営と行政サービスの強化が期待できる
職員数の削減
経常経費の削減

・総合窓口化に向
けての検討
・窓口カウンターの
改善検討

・総合窓口化に向
けての検討
・窓口カウンターの
改善検討

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

既存の庁舎を利用して、
当分現状のままで住民
の利便性を考慮にいれ
て、窓口での待ち時間
の短縮や土、日祝祭日
の閉庁時におけるサー
ビスとして証明自動交
付機の設置を検討

進捗状況

検討委員会等設置の
方向付けをした

・先進事例である県内３
市の現況調査を行い、
総合窓口の認識を深め
ると共に、当市での課
題・今後の方向性につ
いて検討を行った
・支所のローカウンター
配備

・県内２市の先進地視察研
修をおこなった結果、住民
が望む総合窓口を確立す
るためには「スペースの確
保」「フロアの改修」「オンラ
インシステム構築」などが必
要となり、組織体制の見直
しなど多くの課題をクリアし
なけれだならないので早急
に実施するのは困難。
・窓口カウンターの改善の
み完了

取組内容

総合窓口化を推進
するための検討委
員会等の設置を検
討する

効　　　果

現時点での効果は
現れていない

支所へのローカウ
ンター配備により窓
口の利便性が向上
した

・本庁にローカウン
ターを配備したこと
により、高齢者・障
がい者等の利便性
が向上した

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

平成21年度の総合窓口化に向け調査研究、検討
を進めてきましたが、沢山の課題・問題等があり、
既存の庁舎を利用して、今まで以上のより良い
サービスを提供していくこととしました。ローカウン
ターを配置したことにより、高齢者・障がい者等の
利便性が向上し、来庁されたお客様より好評をい
ただいております。
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実施項目No 19 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

新たな予算編成手法の導入 財政課

現状と課題

現行の予算編成手法は、個別積み上げ方式となっているが、行政需要が複雑・多様化している状況か
ら、一極集中での予算編成では対応が困難になっている。

H20 H21

実施内容

予算案作成過程において、各部局単位に予算枠を配分する枠配分方式を採用し、各部局が事務事業
の選択、精査等を主体性と責任を持って進めることにより、予算編成の庁内分権化を進める。

予測効果

・財政運営における各部局の主体性と責任の明確化
・施策の重点化と効率的な財政運営

一般財源額の把握
各部局の枠配分額
を設定

一般財源額の把握
各部局の枠配分額
を設定

H22

実施 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

一般財源額の把握
各部局の枠配分額
を設定

進捗状況

新年度予算編成方
針説明会で説明

新年度予算編成方
針説明会で説明

新年度予算編成方
針説明会で説明

取組内容

一般財源額の把握
各部局の枠配分額
を設定

効　　　果

職員の意識改革 職員の意識改革 職員の意識改革

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

職員の意識改革をさらに進めていきます。

16



実施項目No 20 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

狭あい道路及び後退敷地整備事業の見直し 管理課

現状と課題

幅員4m未満の狭あい道路については、セットバックが義務付けられているが、市で底地を受け入れす
ることは原則として行っていない。開発行為による場合のみセットバックした後退敷地等を寄付により取
得している。市の道路整備基準は、原則、片側側溝で4.8mとなっているため、狭あい道路については、
買収が必要条件となっている。

実施内容

・道路整備基準の見直し(狭あい道路整備取得扱い基準等の作成)。
・買収ではなく、寄付による用地取得の検討。

予測効果

・道路整備基準の見直しにより、工事費及び側溝管理費の削減。
・用地取得費の削減。

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19 H21

取組内容

・道路整備基準の
見直し。
・他自治体の用地
取得方法の研究。

・道路整備基準の
見直し。
・他自治体の用地
取得方法の研究。

・道路整備基準の
見直し。
・他自治体の用地
取得方法の研究。

進捗状況

・小美玉市公共有財産
取得管理処分審査会を
設置
・市道路線認定審査会
を設置
・小美玉市公共用財産
用途廃止事務取扱要項
策定

・近隣市町村調査
・小美玉市道路整
備指針（H20.４月よ
り適用）との内部調
整会議実施

・小美玉市後退用
地の整備に関する
指導要綱(案)作成

効　　　果

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

内容を精査し要綱の制定を進めます。

・小美玉市後退用
地の整備に関する
指導要綱（案）の制
定

H20
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実施項目No 21 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

３館の特性を活かした事業を実施するため、協議
調整をするなど、内容（鑑賞・創造・育成）について
よく精査し事業に取り組んでいきます。

進捗状況

・次年度事業の内容
調整については、か
なり遅れが出た。
・事業実施時期の整
理・調整ができた。
・今後、国文祭関連の
創造事業を実施し・学
校関連の育成事業を
拡充する。

効　　　果

調整機関の早急な立
ち上げの必要性を３
館 の 職 員 が 認 識 し
た。

・事業取り組みへの、
整理合理化が図られ
た。

次年度に計画してい
る３館の事業内容の
把握はできたが、事
業組み立ての調整ま
では至っていない。

・事業の内容と方針
等を決める会議をし、
計画的に事業の運営
を進めることが でき
た。
・事業の取り組み等に
関して、関係機関と協
議調整会議を実施し
た。

取組内容

・３館の特性を活かし
た自主文化事業を実
施。
・事業の実施時期を
調整。
・鑑賞型事業ばかりで
はなく、創造・育成事
業にも取り組む。

年度後半より次年度
の予算も含めた事業
計画についての３館
調整会議を３回実施
した。

・自主文化事業を効
果 的 に 運 用 す る た
め、チームを編成し協
議検討。

・事業への取り組み
方が、適正なのか現
状を推進する。

実施

予測効果

・効率的かつ効果的な公の施設の管理運営の推進。
・運営経費の削減。

H18 H19 H20 H21 H22

計画策定 実施・評価・見直し

実施内容

・市民の芸術文化向上のため自主事業を継続する。３館を公平かつ効率的に運用できるよう調整す
る。

現状と課題

本市では、公共ホール運営委員会等の指導や助言を得て、市内の３館でそれぞれに自主文化事業を
実施している。早急に効率的かつ効果的な運用が必要である。

公共ホール自主文化事業の見直し 生活文化課

実施 実施
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実施項目No 22 担当部署

現状と課題

実施内容

予測効果

実施年度

実施計画

取組内容

進捗状況

効　　　果

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

生活排水対策の見直し 下水道課

生活排水対策事業は、公共下水道、農業集落排水事業、合併浄化槽設置事業の３つの柱により対応
している。平成18年度に実施した公共事業再評価による費用対効果から現計画により事業を進めるこ
ととしているが、下水道事業は長期に及ぶ事業であるため、地区によっては事業の利益を受けるまでに
相当の時間を要してしまう。

・生活排水対策事業計画の策定
・第三者機関による事業の再評価の実施
・生活排水対策事業の実施区域の調査、検討
・市町村設置型浄化槽事業の調査、検討、実施

H22H19 H20 H21

計画策定 実施

・下水道全体計画区
域の拡大のため、都
市計画の変更を平成
21年3月に決定
・生活排水ベストプラ
ンに基づく事業実施。
・戸別浄化槽事業（市
町村設置型浄化槽事
業）に着手し、２８基
の整備を実施した。

実施

・生活排水ベストプラン
市町村計画により長期
的な生活排水対策事業
実施区域が明確となっ
た。
・市町村設置型浄化槽
事業の新規着手により
生活排水対策事業を下
水道課にて総合的な管
理が可能となった。

 D　見直し

・生活排水ベストプラ
ン市町村計画に基づ
く下水道整備区域の
拡大のための調査検
討及び事業推進
・戸別浄化槽事業（市
町村設置型浄化槽事
業）の新規事業着手

評価の意見・反省点

　「生活排水対策の見直し」課題に対しては、生活
排水ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗﾝ市町村計画により長期的な生活排
水事業実施区域が明確となっているため、計画とし
ては改革が終了しているといえます。今後、それぞ
れの施設の維持管理を適切に行うと共に、将来的
には事業区域の検討・調査・再評価などを行ってい
きます。

・生活排水ベストプラ
ンに基づいて、市内
の排水対策事業が進
められることになり、
効率的な事務の執行
が図れた。

・公共事業等再評価
委員会の設置
・下水道事業の再評
価の実施。

・生活排水ベストプラ
ン市町村計画を策定
し、県との調整が完
了
・市町村設置型浄化
槽事業の平成20年度
着手に向け条例等の
整備完了

・下水道事業の再評
価の実施
・生活排水ベストプラ
ン見直しに向けた検
討開始
・第3者機関による再
評価の実施

・生活排水ベストプラ
ン市町村計画の策定
・市町村設置型浄化
槽事業の実施に向け
た検討

・効率的な事務の執行
・整備コストの削減
・利益享受の時間的公平性

H18

計画策定

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

自己評価

 D　見直し

本部評価

実施・評価・見直し

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 23 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

市民サービスの向上を図り、職員の健康への配慮
及び時間外勤務の縮減に資するために基づき、条
例等に定められた勤務時間、休憩時間及び休息時
間を検討する必要があります。

・小美玉市職員の育児
休業等に関する条例の
一部改正(12月議会提
出予定)
 ・勤務形態に応じた勤
務時間の割振を推進
・時差出勤規程の検討

時差出勤制度の検討 総務課

計画策定・実施 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

予測効果

・長時間勤務の軽減。
・行政サービスの質の向上（各施設開館時間の延長）
・行政の効率的な推進。
・安心した子育ての支援。

H18 H19 H20 H21 H22

現状と課題

行政の事業が多様化する中、夜間の説明会や交渉、徴収業務など通常の勤務時間以外の勤務も多く
なってきており、職員の超過勤務も増加の傾向にある。
また、育児しやすい勤務形態の整備も必要である。

実施内容

・保育所への送迎等に配慮した育児しやすい勤務形態の導入。
・勤務形態に応じた、時差出勤制度の導入。

効　　　果

・みの～れ、図書館、
文化センター、Ｂ＆G
は時差出勤導入済
・時間外勤務手当て
削減額
H17対比10,385,000円
・行政サービスの向
上（各施設開館時間
の延長）
・安心した子育ての支
援

・みの～れ、図書館、
文化センター、Ｂ＆G
は時差出勤導入済
・時間外勤務手当て
削減額
H17対比27,982,000円
・行政サービスの向
上（各施設開館時間
の延長）

取組内容

・勤務状況実態調査
の実施
・時差出勤(フレックス
タイム)の研究

・保育所への送迎等
に配慮した育児しや
すい勤務形態の導
入。
・勤務形態に応じた、
時差出勤制度の導
入。

進捗状況

・全職場超過勤務実
態調査
・他市町村のフレック
スタイム導入内容の
調査実施

・育児を行なう職員の早
出遅出勤務制度や手続
きにおいて周知を図るこ
とと、時差出勤を行なっ
ていいる職場において
は、保育園送迎等を行
なう職員に配慮して勤
務時間を割振ることなど
を含めた小美玉市特定
事業主行動計画を策
定。（H20.3月）

・小美玉市職員の育
児休業等に関する条
例の一部改正を行
い、育児しやすい勤
務形態を整備するた
め、条例改正内容に
ついて整備した。（勤
務時間条例と共に平
成２１年12月議会提
出予定）

・育児短時間勤務制度
及び部分休業の承認要
件の緩和
・勤務形態に応じた、時
差出勤(現状は勤務時
間の割振で対応してい
る）
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実施項目No 25 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

合併に伴う事務事業の一元化の早期実現 企画調整課

現状と課題

合併に伴い調整してきた事務事業1,063件のうち、合併後に調整するとした事務事業265件について、
新市の一体化や公平な住民サービスの提供を図るべく、できるだけ早急な調整が求められている。未
調整の事務事業項目については、平成19年度予算要求時期にあわせて、各担当部署から調整報告い
ただいたところであるが、必ずしも十分な結果でないものや、現況の問題から調整に困難を極めている
ものもある。

実施内容

・今日まで未調整の事務事業については、今後もできるものから早急な調整を促進するなど、その進行
管理（現状把握）に努めていく。

予測効果

・新市の一体化や公平な住民サービスの提供。
・事務事業の調整により財政軽減を図る。
・平成22年度までに全事務事業（1,063件）の95％以上の調整を目指し、一体化を図る。

H18 H19 H20 H21

実施 実施 実施 実施

取組内容

事業整理票において
調査し、事業一元化
に向けた取組み内容
を把握。

事業整理票において
調査し、事業一元化
に向けた取組み内容
を把握。

事業整理票において
調査し、事業一元化
に向けた取組み内容
を把握。

進捗状況

・進行管理状況調査
(年2回実施)
・合併時調整未了事
業264件
・Ｈ１８年度末166件完
了（残98件）

・進行管理状況調査
（年度末に実施）
・合併時調整未了事
業
265件（精査後1件増）
・Ｈ19年度末196件調
整完了（残69件）

・進行管理状況調査
（年度末に実施）
・合併時調整未了事
業
265件（精査後1件増）
・Ｈ20年度末218件調
整完了（残41件）

・未調整事務事業は早急に完了させる必要があり
ます。
・調整済みの事務事業であっても改善の必要性が
出た時点で再度事務事業の調整が必要です。

効　　　果

全体の91％の事務調
整完了（残9％）

全事務事業（1,063
件）の93.5％（994件）
調整完了

全事務事業（1,063
件）の96.1％（1022
件）調整完了

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

事業整理票において
調査し、事業一元化
に向けた取組み内容
を把握。

H22

実施･評価･見直し
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実施項目No 27 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

現状と課題

合併後、本庁と支所など組織が複雑化したため、職員の適正配置や事務分掌などに非効率な状態が
発生し、意思決定を迅速に行うのが難しい状況である。事務の迅速化や責任の明確化を実現するため
にも適格な組織機構の改革が必要となる。

実施内容

・組織検討委員会を立ち上げ行政組織の見直しを適確に行う。

予測効果

・住民サービスの低下を招かない行政のスリム化。
・事務の迅速化・効率化。責任の明確化。

H18 H19 H20 H21

計画策定・実施 実施 実施 実施

取組内容

・組織検討委員会
の設置
・組織機構改革の
実施
・総合支所方式から
分庁併用方式へ

・組織機構改革の実
施
・分庁併用方式として
総合支所の効率化
・事業の重点化の推
進
・定員適正化計画の
実施

・総合計画に目的に
即した市民の立場に
立ったわかりやすい
組織・機構の構築
・定員適正化計画の
実施
・権限移譲等に対応
できる柔軟な体制

進捗状況

・組織検討委員会の
設置（H18.12月）
・組織機構改革の実
施(H19.4月)
・分庁併用方式の実
施

・組織に関する現状
の調査とヒアリングを
2回実施
・組織検討委員会の
開催（H20.１月）
・病院事業の公設民
営化
・総合支所の総務課
を総合窓口課と統合
・生涯学習拠点施設
として生涯学習セン
ターを設置

・組織に関する現状
の調査とヒアリングを
実施
・組織検討委員会の
開催
・市民が来庁する窓
口を重点に係を統合
・少子化対策機関とし
て「子育て支援室」を
設置

効　　　果

・組織の簡素化
H17年度対比
・課の削減　△　６課
・係の削減　△２７係

・組織の簡素化
H17年度対比
・課の削減　△１２課
・係の削減　△３９係
　

・組織の簡素化
H17年度対比
・課の削減　△１３課
・係の削減　△５０係

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

職員の減少に対応しながらも、市民ニーズに的確
に対応できる市役所にするため、引き続き、課・係
の統合を実施しました。事務の季節的変動や権限
移譲等に対応するため、係への配置は部長及び
課長の裁量によるものとし、課長職も実務の実践
力と捉えることを前提としており、今後も組織力、機
動力を高めて、市民の期待に応える市役所を目指
していきます。

・茨城空港開港に伴
い、空港対策課及び
基地対策の調整・農
業委員会の権限委譲
に伴う対応
・子育て支援室の対
応
・建築確認の権限委
譲に伴う対応

H22

実施・評価・見直し

組織・機構改革の検討・実施 総務課
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実施項目No 28 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

進捗状況

・地域包括支援セン
ターを拠点とした保
健・医療関係・健康増
進課等による連携の
検討
・介護予防給付ケア
マネジメントの実施
（114件）

効　　　果

重度化を予防するこ
とによって介護給付
費6,360,000円程度抑
制できたと思われる。

重度化を予防するこ
とによって介護給付
費4,160,000円程度抑
制できたと思われる。

重度化を予防するこ
とによって介護給付
費7,900,000円程度抑
制できたと思われる。

計画策定 実施 実施

取組内容

地域包括支援セン
ターの設置（介護保
険係と兼務）

予測効果

介護給付費の増加及び保険料の増加を抑える。

H20 H21H18 H19

　介護福祉課

現状と課題

介護保険は、今後保険料を増加させない施策を必要としており、平成18年度から介護予防事業を重点
的に強化している。そのため、保健医療関係者等との連携が非常に重要となってくる。地域包括支援セ
ンターを拠点として、介護予防事業推進のプロジェクトチームを編成することが緊急の課題となってい
る。

実施内容

保健・医療関係・健康増進課によるプロジェクトチームの編成。

･生活圏域毎の地域
包括支援センターの
整備について検討。
（20年度美野里生活
圏域への設立に向け
ての準備）H20年4月
市社会福祉協議会へ
委託予定
・介護予防給付ケア
マネジメントの実施
（97件）

・特定高齢者把握の
ための生活機能評価
事業実施にあたり、
医療保険課・健康増
進課と協力体制をとり
事業を推進     　　・
介護予防給付ケアマ
ネジメントの実施（154
人）

・介護福祉課地域
包括支援センター
係専任体制となる。

・美野里生活圏域
に「地域包括支援
センター美野里」を
新設。

プロジェクトチームの有効活用

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

3年が経過し日常業務の中で、保健（健康増進課・
歯科衛生士会・リハビリ指導師会等）医療（主治
医・医療保険課等）福祉（社会福祉協議会・高齢福
祉係・民生委員等）との連携がスムーズに実施でき
るようになりました。また、介護予防の拠点としての
地域包括支援センターも整備が整い、より密接な
事業展開が行えました。

実施

H22

実施・評価・見直し

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 29 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

消防団組織の統合 消防本部

現状と課題

小美玉市に小川、美野里及び玉里消防団が存在し、指揮系統等に問題点がある。
このため、消防団統合検討委員会を設置し、市内全域における統一した指揮系統の確立、市内消防団
員の団結、周辺市町の状況(1市町に1団)を検討し、1市1消防団を確立する。

実施内容

・組織体系の統合
・消防団員報酬額の統一
・年間行事の調整
・互助会の統合を検討

予測効果

・統一した指揮系統の確立

H22

計画策定 計画策定 計画策定 計画策定 実施・評価・見直し

H18 H19 H20 H21

取組内容

・消防団統合検討
委員会の設置検討
・統合に向けての調
整(1市1団)

・消防団統合に向
け組織体制につい
て検討。

・消防団統合に向
け組織体制につい
て検討。

進捗状況

・消防団統合検討
委員会の設立
　　(H18.10月6日)
・消防団統合検討
委員会
　　(H19.1月23日)

・消防団統合検討委
員会の開催(3回)
【決定事項として】
・統合時期　H22.4.1
・定年制　現行どおり
・本部要員数　団長1名、
　副団長3名、本部員20名
・分団定数　30名
・分団数
　小川地区18分団を8分団
　美野里地区5分団を6分団
　玉里地区10分団を6分団

・消防団統合検討委
員会の開催(4回)
【決定事項】
・階級別定数
・階級別の任期
・互助会規約

効　　　果

小川地区　　18分団
美野里地区   5分団
玉里地区    10分団
H19.3.31現在

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

・概ね計画どおり進捗していますが、分団配備車両
の調整及び報酬単価を検討し、Ｈ２１年度中に関
連条例等を改正、Ｈ２２年４月１日に小美玉市消防
団を立ち上げ、消防力の充実強化を図ります。
・市民の納得と支持が得られるよう適正化を図る必
要があります。

・消防団統合に向
け分団配備車両及
び報酬単価を検
討、最終調整し関
連条例等を改正す
る。
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実施項目No 30 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

実施内容

・臨時職員等の採用や配置に当たっては、その必要性を十分検討し、効率的な活用に努める。
・各施設の業務の確認及び整理と臨時職員配置基準の検討。

予測効果

嘱託職員・再任用職員・臨時職員の配置基準の整備 総務課

現状と課題

分権化により、地方自治体が取り組むべき業務は増大しており、多種多様化する市民ニーズには迅速
かつ的確な事務の遂行が求められる。また、技能労務職の現場では、廃止や統合、民間委託などが進
められようとしている。このような状況において、職員の減を臨時職員で補っている。

・新規採用職員の抑制。
・人件費の削減。
・組織のスリム化。

H18 H19 H20 H21

計画策定 計画策定 実施 実施

取組内容

・定員適正化計画
の策定
・臨時職員雇用計
画書の作成義務づ
け

・臨時職員雇用計
画書の提出及び精
査
・各施設の業務の
確認及び整理と臨
時職員配置基準
（ガイドライン）の検
討

・定員適正化計画に
基づく職員数につい
て、平成22年までの
目標数544名を前倒し
で達成した。今後は
不足分を臨時職員等
で対応しなければな
らないため、臨時職
員の賃金単価等の見
直し

進捗状況

・職員定員適正化計
画策定(H19.3月)
・H19予算要求時に臨
時職員雇用計画書の
提出、内容精査

・臨時職員の雇用につ
いて計画書の提出及び
ヒヤリングを実施し必要
性を精査。
・羽鳥保育所長におい
て再任用を実施。

・臨時職員の賃金単
価を改正すると共に、
通勤手当相当の支給
基準及び旅費規定等
の見直しを行った。
・配置基準等のガイド
ライン（素案）を作成し
た。

効　　　果

職員採用を押さえ、
臨時職員での対応
などにより人件費の
抑制に効果があっ
た。
H17対比
▲178,172,000円

職員採用を押さえ、
臨時職員での対応
などにより人件費の
抑制に効果があっ
た。
H17対比
▲280,049,000円

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

臨時・非常勤職員の任用の実態は各地方公共団
体で多種多様であり、今後、総務省からの通達（総
行公第２６号）に基づき臨時・非常勤職員及び任期
付短時間勤務職員の任用等について検証を図っ
ていく必要があります。

H22

実施・評価・見直し

・臨時職員のの法的
根拠の明確化
・臨時職員配置基準
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実施項目No 31 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

定員管理の適正化 総務課

現状と課題

極めて厳しい財政状態のなかで、定員適正化による効率的な行政運営の構築はすでに不可避なもの
となっています。職員数の削減により人件費を抑制し、必要最小限の人員での市民サービスの維持･向
上に努めなければなりません。そのうえで、当面、予定される「団塊の世代」をはじめとした職員の大量
退職への対応が大きな課題として挙げられる。

実施内容

・定員適正化計画の策定。
・定員の純減
・事務事業、施設運営の外部、民間委託の推進。

予測効果

・人件費の抑制。（職員数１９．９４％の削減）６６７人から５３４人へ　平成２２年度までに１３３人減
・合理的な職員配置。
・職員の質の向上。

H18 H19 H20 H21

計画策定 実施 実施 実施

取組内容

定員適正化計画策
定

平成19年３月に策
定した定員管理計
画の見直しと修正
版公表

定員管理計画の見直
しと修正版公表(毎年
11月）

進捗状況

定員適正化計画策
定(平成19年3月)

国保中央病院の指
定管理者への移行
に伴い定員適正化
計画を修正し公表
した。（平成19年11
月）

国保中央病院の指定
管理者への移行及び
勧奨退職、普通退職
に伴い定員適正化計
画を修正し公表した。
（平成20年11月）

効　　　果

・合併前(667人）との対
比▲45人
　純減率▲6.7%
・普通会計決算額
　(H17→H18の人件費)
　　▲256,463,000円

・合併前（667人）との対
比▲102人
　純減率▲15.3%
・普通会計決算額
　(H17→H19の人件費)
　　▲178,172,000円

・合併前（667人）との対
比▲124人
　純減率▲18.6%
・普通会計決算額
　(H17→H20の人件費)
　　▲280,049,000円

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

定員適正化計画通りに職員の純減が進んでいま
す。今後も社会状況の変化に伴う新たなニーズに
柔軟に対応できるような体制の構築に努めてまい
ります。

H22

実施・評価・見直し

定員適正化計画平成
22年度以降の検討

26



実施項目No 32 担当部署

実施年度

実施計画

効　　　果

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

組織の活性化が図
れた。

勧奨退職制度の周
知募集

勧奨退職者の把握

取組内容

実施項目31に統合勧奨退職制度の周
知募集

進捗状況

退職勧奨に関する
要綱に基づき、実
施した。
H18退職者数　18名
(うち勧奨退職者数
6名)

・勧奨退職者の希望
調査を実施（H19.6月
～）
H19退職者64名
（うち勧奨退職者8名）
・新規採用者7名
（一般事務、幼稚園教
諭、保健師、消防士、
再雇用、指導主事、レ
ントゲン技師各1名）

・勧奨退職者の希望
調査を実施（H20.6月
～）
H20年度退職者22名
（うち勧奨退職者4名）
・新規採用者6名
（一般事務5名、消防
士1名）　・勧奨退職時
の特別昇給８号給を
廃止した。

予測効果

・組織の活力を確保。
・公務能率の増進。

H22

計画策定・実施 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

現状と課題

職員人事の刷新を円滑に行うことにより組織の活力を確保し、公務能率の増進を図っている。

実施内容

・退職日において、年齢５８歳以下の職員で、一定の要件を満足したものが勧奨退職を申し出たときま
たは退職を勧奨することが適当と認めるときで、市長の承認を得て実施する。

退職勧奨制度の活用 総務課

退職勧奨制度については、職員人事の刷新と組織
の活力を確保し、公務能率の増進を図ることを目
的に実施してきたところですが、今後は定員適正
化計画の中で退職勧奨を行うこととし、集中改革プ
ランのこの項目での目標は達成とします。

H20 H21

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 33 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

国・県・他の市町村の状況等をふまえながら見直し
等を進めている。平成20年度から人事評価制度等
の取り組みが始まったので今後、職員の勤務意欲
の向上とあわせて、市民の理解を得られるように
適正化を計っていきます。

効　　　果

進捗状況

国に準拠した給与
制度へ移行完了
（H19.4.1）

H19年4月から国に
準拠した給与制度
に移行実施
・人事院勧告により
若年層の給与改定
を実施。

H21

取組内容

未調整だった給与
格差の是正及び国
の給与制度に準拠
した給与制度への
移行

条例・規則等の改
正及び職員への周
知

実施項目35に統合す
る。

実施内容

・給与表の構成及び昇給制度などの給与制度・運用・水準の適正化を図る。
・給与条例の改正

予測効果

・市民の理解を得られる給与制度への改正。
・職員の勤務意欲の向上。

給与構造の改革推進 総務課

現状と課題

人事院により給与構造改革が示され、国の給与制度に準拠した給与制度への転換が求められている。

H22

計画策定・実施 実施 実施 実施

H18 H19 H20

実施・評価・見直し

条例・規則等の見
直し

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 34 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

特殊勤務手当の見直し 総務課

現状と課題

・特殊勤務手当については、近年さまざまな問題が指摘されている。
　現在、市が支給している特殊勤務手当
①感染症防疫作業手当②検死立会業務手当③医者手当④医者管理手当⑤医者研究手当⑥医者能
率手当⑦へい獣処理手当

実施内容

・国県や他市町村の状況を踏まえながら総点検を行い、制度の趣旨に合致しないものは早急に見直
し、減額や廃止の措置を講じる。
・夜間特殊勤務手当の廃止。

実施 実施 実施

予測効果

・特殊勤務手当の適正化。

H18 H19 H20 H21 H22

・条例改正を行い、
夜間特殊勤務手当
を廃止（H19.4.1）
・現在、病院関係を
中心に手当を支
給。

実施・評価・見直し

取組内容

・夜間特殊勤務手
当の見直し

・条例改正
・特殊勤務手当の
総点検

・特殊勤務手当の
見直し

・条例改正
・特殊勤務手当の
見直し

計画策定・実施

効　　　果

進捗状況

・夜間特殊勤務手
当を廃止とする。
(H19.4月1日から施
行)

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

特殊勤務手当については、見直しが進んでおり現
在は医師等にかかる手当がほとんどです。今後診
療所等の動向をみながら厳しい財政状況や社会情
勢の変化等も考慮しながら手当の見直しを進めて
いきます。
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実施項目No 34 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・特殊勤務手当
正機関員　月額1,500円
副機関員　月額1,000円
救助隊員　月額1,000円
救急救命士月額3,000円
　
　上記手当の検討

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

取組内容

・夜間特殊勤務手
当の見直し

・引き続き業務の特
殊性を考慮しつつ、
見直しを行なう。

・人件費の削減

進捗状況

・夜間特殊勤務手
当を廃止
(H19.4月1日から施
行)

・特殊勤務手当
正機関員　月額1,500円
副機関員　月額1,000円
救助隊員　月額1,000円
救急救命士月額3,000円
　
　上記手当の検討

効　　　果

H18 H19 H20 H21

計画策定 計画策定 実施 実施

実施内容

・国県や他市町村の状況を踏まえながら総点検を行い、制度の趣旨に合致しないものは早急に見直
し、減額や廃止の措置を講ずる。
・夜間特殊勤務手当の廃止。

予測効果

・特殊勤務手当の適正化。

特殊勤務手当の見直し 消防本部

現状と課題

・特殊勤務手当については、近年さまざまな問題が指摘されている。

・引き続き業務の特
殊性を考慮しつつ、
県内消防本部の特
殊勤務手当の種
類、額等について
調査検討し、見直し
を行なう。

 D　見直し

H22

実施・評価・見直し

引き続き業務の特
殊性を考慮しつつ、
早急にその必要性
を確認するととも
に、支給区分、支給
方法を再検討し、見
直しを行なう。

・特殊勤務手当については、早急にその必要性を
確認するとともに、支給区分、支給方法を再検討し
ます。
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実施項目No 35 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

予測効果

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

計画策定 実施

現状と課題

現在、人事評価制度はない。
今後、客観的で公正性や透明性が高く、実効性のある人事評価制度整備していくことが肝要である。

実施内容

・評価手法、評価基準、運用実態、問題点等について把握。
・評価者の研修。
・人事評価制度の試行。

人事評価制度の構築 総務課

計画策定 実施

・能力･実績に基づく人事管理。
・職員の意識改革。

H18 H19 H20 H21 H22

取組内容

・人事評価制度導
入準備
・国の給与制度に
準拠した給与制度
への移行

・人事評価ﾏﾆｭｱﾙ
の作成。
・人事評価制度試
行に伴う職員研修
会の開催。
・評価者に対する人
事評価マニュアル
の説明会開催。

・人事評価ﾏﾆｭｱﾙ
及び様式集の一部
見直し
・評価者研修会の
開催

進捗状況

・他自治体の状況
調査及び先進事例
研究
・給与制度の適正
化(H18.12月)

・人事評価ﾏﾆｭｱﾙ、
様式集を作成。
・19年１月に全職員
を対象に人事評価
研修会を開催。
・3月に評価者を対
象に人事評価ﾏﾆｭｱ
ﾙ説明会を開催。

・昨年実施した人事
評価の反省に基づ
き、一次評価者を
課長級から係長・課
長補佐級へ変更し
た。行動評価ｼｰﾄを
簡素化した。
・評価者研修会を
開催した。

効　　　果

現在施行期間中であるが、今後研修を重ね、人事
評価制度の本格導入を図る必要があります。

実施・評価・見直し

・人事評価ﾏﾆｭｱﾙ
及び様式集の一部
見直し
・評価者研修会の
開催
・人事評価規則等
の検討

評価の意見・反省点
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実施項目No 38 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

現在は、自治研修所への職員を派遣しての研修が
主であるが、市独自でも研修できるよう講師養成を
図る必要があります。また、メンタル系の療養休暇
者が増加しているため、メンタルヘルス等の研修会
を開催すると共に、職員の福利厚生についても検
討する必要があります。

取組内容

・自治研修所への
研修生派遣。
・市独自の研修の
積極的な実施。

・役職や年齢に応じ
た自治研修所への
計画的研修生派
遣。
・市独自の研修の
積極的な実施。

287名/640名
受講率44%

713名/621名
受講率114％

効　　　果

進捗状況

・自治研修所研修生 44名
・独自研修３回開催 157名
・同和問題研修 86名

・自治研修所研修生  42名
・独自研修開催
 　　行革研修42名
　　 サッカーによるまちづく
り研修 82名
・人事評価研修　　467名
・同和問題研修　 70 名
　その他研修　　　 10名

予測効果

・職員一人一人の資質の向上。
・住民サービスをはじめとするあらゆる自治体経営の向上に結びつく。

計画策定 計画策定 実施 実施

H18 H19 H20 H21

現状と課題

現在の職員研修は、茨城県自治研修所への派遣によることが、主となっている。研修は、人材育成基
本方針にそった能力開発を目的とするものであり、この基本方針により有効かつ計画的な研修を実施
するものとし、能力の向上のみならず、研修に対する意識改革が重要と考える。

実施内容

・茨城県自治研修所への派遣研修とあわせて、市独自の研修を展開し全ての職員に共通する基礎能
力の向上をはかる。
・人材育成基本方針行動計画の策定。

実施・評価・見直し

職員研修の充実 総務課

H22

・役職や年齢に応じ
た自治研修所への
計画的研修生派
遣。
・市独自の研修の
積極的な実施。
・人材育成基本計
画の策定

・役職や年齢に応じ
た自治研修所への
計画的研修生派
遣。
・市独自の研修の
積極的な実施。

・自治研修所研修生   45名
・人事評価研修　　　　 97名
・同和問題研修　 　　　71名
・新規採用職員研修　 10名
・その他研修　　　 　　　 9名

232名/564名
受講率41.1％
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実施項目No 39 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

効　　　果

 D　見直し

・実施計画と事務事
業評価の整合を図
る
（共通のシート設
計）

・総合計画実施計
画の策定

進捗状況

・総合計画策定委
員会設置
・評価の進め方の
検討

･評価の進め方の
検討
・評価の考え方の
整理

･実施計画策定時
に一部行政評価の
考え方を取り入れ
た

取組内容

・総合計画の策定
着手
・先進事例の調査
研究

・総合計画の策定
  （行政評価の位置
づけ）
・先進事例の調査
研究

H18 H19 H20 H21

計画策定 計画策定 実施 実施

実施内容

・行政評価システムの構築（基本方針、政策評価、事務事業評価）
・総合計画前期基本計画満了時に政策評価の実施を検討

予測効果

･行政の資質、透明性、説明責任の向上
・予算の効率的、効果的な配分

行政評価システムの確立 企画調整課

現状と課題

近年、地方公共団体には住民本位の行政運営が求められており、どれだけのコストを投入したか、どれ
だけの事業を行ったか、どれだけの効果があったのかなどを明確にする必要がある。住民に対する説
明責任と行政課題を見出すために行政評価システムを構築する必要がある。

H22

実施・評価・見直し

・実施計画の策定と事務事業評価の事業項目が重
複する。行政評価の効率化と職員の負担軽減の観
点から、これらの整合をとった調査票設計を行なう
必要があります。
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実施項目No 40 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

平成21年の秋の公表に向け、現在準備を進めてい
ます。

H21H20

財務4表を9月に公
表。

財務書類の作成及び公表 財政課

基礎数値の把握 基礎数値の把握

財務４表の公表準
備

財務4表の公表準
備

現状と課題

行政運営には、資産の形成だけではなく人的サービスや給付サービスなど資産形成につながらない消
費的なサービスも大きな比重を占めています。これらの行政サービスにいくらのコストがかかっているか
の説明資料として行政コスト計算書（損益計算書）を作成し、市民の理解を求めます。

実施内容

・貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の公表
・広報紙、ホームページを利用し市民に公表

予測効果

・職員のコスト意識の向上
・行政の透明性の向上

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

取組内容

財務４表の公表準
備

効　　　果

進捗状況

基礎数値の把握
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実施項目No 41 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・条件付一般競争入
札
　競争性の向上
　（２２件実施）
・電子入札の拡大
　透明性・入札事務効
率化
　（５７件実施）

実施・評価・見直し計画策定 計画策定・実施 実施 実施

現状と課題

一定規模以上の建設工事については、条件付一般競争入札を導入しているが、実施件数が少ないの
で、今後適用範囲を拡大する必要がある。
また指名競争入札は落札率が高止まりのものが多い。

H20 H21

実施内容

①指名競争から一般競争入札への移行。条件付一般競争入札の範囲の拡大（価格の引き下げ）
②最低制限価格制度から低入札価格調査制度への移行
③総合評価落札方式の採用
④入札監視委員会の設置
⑤電子入札の導入

予測効果

競争性拡大による落札率の向上
ダンピングによる粗悪工事回避のため、低入札価格に対する調査実施により適正な契約を図る。

H22H18 H19

・条件付一般競争入
札要綱の範囲拡大
・電子入札の範囲拡
大
・総合評価方式の試
行

進捗状況

・条件付一般競争入
札実施要綱の範囲を
拡大(予定価格5000
万円以上：実施件数1
件)
・郵便入札実施要綱
の制定実施
・電子入札の試行（平
成１９年度から県の共
同利用システムを活
用）

・条件付一般競争入
札実施要綱の一部改
正（設計価格2，500万
円以上で実施）
・電子入札試行要綱・
運用基準の制定
・建設工事執行規則・
建設コンサルタント業
務執行規則の一部改
正（不正防止：賠償金
の強化）
・指名停止等措置要
領の一部改正（不正
防止：ペナルテイの強
化）

・条件付一般競争入
札実施要綱の一部改
正
・電子入札システムの
適用範囲の拡大
・入札監視委員会の
設置について、他市
町村の状況等を調査
する。

取組内容

・条件付一般競争入
札実施要綱の範囲拡
大検討
・電子入札導入を踏
まえた郵便入札実施
要綱の制定
・電子入札導入調査
検討

効　　　果

・条件付一般競争入
札
　競争性の向上
　（１６件実施：落札率
87.21％）
・電子入札の導入
　透明性・入札事務効
率化
　（11件実施）

・条件付一般競争入
札実施要綱の範囲拡
大

・電子入札の導入

・不正防止対策の強
化

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

改革の方策や手続きの透明性の確保、公正な競
争性の促進などを基本的な視点に、入札制度の更
なる改革に取り組んでいきます。入札監視委員会
の設置については、他市町村の動向を勘案し検討
します。また、入札談合等に関する情報について
は、小美玉市公正入札調査委員会により対応をし
ていくこととします。

入札契約制度の改善 管財検査課

・条件付一般競争入
札実施要綱の範囲拡
大検討
・電子入札の実施
・電子入札の範囲拡
大検討
・総合評価方式の試
行
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実施項目No 43 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

取組内容

・情報公開の基本と
なるマニュアル等の
整備
・情報公開審査会
の設置

・職員研修会の計
画
マニュアル見直しを
検討

進捗状況

・情報公開の手引き
の作成完了(H19.2
月)
・情報公開審査会
の設置(H18.4月)

・情報公開条例の
一部改正を審査会
で検討
・職員への研修会
実施

効　　　果

・情報公開請求5件 ・研修参加（達成
率）19％
・情報公開請求件
数８件
・公開に係る平均日
数7日

・情報公開請求件数
14件
・公開に係る平均日
数9日

H21 H22

・実施機関ごとに公
開手続きのフローを
作成
（事務手続きの流れ
の確認）

条例改正等につい
て，手引書に基づき
各課の文書取扱主
任者に説明会を実
施
（H20.６月）

・市の情報公開条
例並びに運用の手
引きの一部改正

現状と課題

・職員ひとり一人の制度に対する意識の向上・実施機関（行政機関）の独立意識が低い。
・行政不服審査法の全面改正に伴う情報公開
・個人情報保護審査法の改正に対応した情報公開制度（条例）の整備

実施内容

・研修会等の実施
・各課に情報公開担当職員の設置

予測効果

・情報は，自治の原動力となり，市民参加の推進につながる。
・職員の研修会参加率１００％

H18 H19 H20

情報公開制度の適切な運用 総務課

計画策定 計画策定 実施 実施 実施・評価・見直し

講師の日程調整の関係で研修会が実施できませ
んでした。今後は，情報提供制度の運用と併せて
研修内容を検討していきます。公開までの準備日
数をできるだけ短縮していくための検討を行いま
す。
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実施項目No 45 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

･会議録の検索方法に
ついては、現在のところ
最良の方法を取ってい
ると思われる。引続き、
他市町村の動向を調査
する。

・指摘のあった「委員会
の協議内容の公表の方
法」を、議会運営委員会
及び議会運営委員・常
任委員長合同会議の中
で検討した。当面は、委
員長報告の中で委員会
での協議を含めることと
した。H21.6定例会から
試行。

ホームページアクセ
ス数
　　約13,800件/年

ホームページアクセス数
　訪問件数（ｾｯｼｮﾝ数）
　　約　9,780件/年
　ﾍﾟｰｼﾞ表示数（ﾍﾟｰｼﾞ
ﾋﾞｭｰ）
　　約　26,240件/年

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

前年度外部評価で指摘のあった「委員会の会議録
の公開方法」が検討され、「委員長報告に含め、本
会議の会議録の中で協議内容を確認することがで
きるようにする」こととなりました。

取組内容

住民参加のまちづくりを
進めるため、住民に対
する議会活動周知の方
法としてHPを活用。
住民が本会議及び臨時
議会の内容を容易に知
ることができるようホー
ムページに会議録を掲
載する。

効　　　果

ホームページアクセ
ス数
　　約9,500件/年

進捗状況

会議の内容を閲覧し
やすいよう、しおりを
つけ希望する内容を
検索しやすいよう工
夫する。

･議会活動を市民に周
知するため、HPの即時
性・内容の充実を図る。
・会議録の検索の手法
はさまざまあるが、蓄積
量が少ない現状を踏ま
え、費用対効果を見定
めながら引続き検索の
方法を検討する。

･議会活動を市民に周
知するため、HPの即時
性・内容の充実を図る。
・会議録の検索の手法
を引続き検討する。
･前年度の外部評価を
踏まえ、本会議以外（委
員会等）の会議録の取
り扱いについて検討す
る。

H22

実施 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

実施内容

・議会の情報公開の手法・効果の検討

予測効果

・公平性と透明性の確保
・住民の利便性の向上・改善

市議会会議録のホームページへの掲載 議会事務局

現状と課題

本会議及び臨時会の会議録はホームページへ掲載している。また、掲出の方法についてもしおりをつけ、検索し
やすい状況を作って掲載している。
合併して間もないため、本会議及び臨時会の会議録の蓄積数が少ないことから、現在のしおり機能により会議録
内を検索する方法でも検索は容易であるが、将来的には会議録全体の中から検索したい内容が検索できるなど
効率的な検索の方法等を検討する必要がある。

H20 H21

･議会活動を市民に周
知するため、HPの即時
性・内容の充実を図る。
・20年度の取り組みを踏
まえ、委員長報告の内
容に委員会での協議内
容が反映できるよう、工
夫・検討を行う。
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実施項目No 46 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

広報部数の見直しと有料広告 秘書広聴課

現状と課題

予測効果

・発行部数減による歳出削減
・有料広告掲載により歳入が見込める

・毎月広報おみたま及び広報おみたま「お知らせ版」を発行し広く市民に行政情報を提供している。配布について
は、行政区長を通して配布し、コンビ二・金融機関等へ設置するなどして、未加入者や企業への郵送を廃止した。
・広報紙やホームページに有料広告を掲載する自治体が増えてきた。財源確保の面から今後検討していく余地
があると思われる。

実施内容

・発行部数の見直し
・広報紙の有料広告掲載
・ホームページへの有料広告掲載

計画策定 計画策定

H18 H19 H20 H21

取組内容

・発行部数見直し
・有料広告掲載要
綱作成に向けての
情報収集

・発行部数の見直し
・広報紙への有料
広告掲載要綱作成

・発行部数の見直し
・広報紙への有料
広告掲載要綱の一
部改正
・広報紙、市ホーム
ページへの有料広
告の募集、掲載

発行部数を減らした
ことにより、
約▲150,000円の印
刷制本費削減

・発行部数を減らし
たことによる印刷制
本費削減
　　約▲127,000円
・広報紙の有料広
告掲載による歳入
　　　　　560,000円

進捗状況

・発行部数見直し実
施（H19.4月から実施）
・広告掲載は、検討中

発行部数の減
4月～1月
17,500→17,200
2月～3月
17,200→17,000
「広報おみたま」へ
の広告掲載企業募
集

発行部数の減
・4月～5月
　17,000部
・6月～3月
　17,000→16,150部
・「広報おみたま」へ
の広告掲載

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

効　　　果

・広報紙、市ホーム
ページへの有料広
告の募集、掲載

実施 実施

積極的な広報活動により市内外の事業所から掲載
依頼を受け、順調に広告を掲載することができまし
た。市ホームページのバナー広告については、広
報掲載枠に余裕があるので、さらに積極的な広報
活動をしていきます。

実施・評価・見直し

H22
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実施項目No 47 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

入札・契約に係る情報の公表 管財検査課

現状と課題

発注見通し及び入札結果については、市公式ホームページにおいて公表している。今後も関係法令に
合わせ公表事項を拡大していく必要がある。

実施内容

市公式ホームページを活用した情報公表の推進。
関係法令にあわせ、公表項目の拡大を図る。

予測効果

入札契約手続きの透明性の確保。

H18 H19 H20 H21 H22

取組内容

・市公式ホームページ
を活用した情報公表
の推進
・掲載内容の拡大に
向けた研究

・市公式ホームページ
を活用した情報公表
の推進
・掲載内容の拡大に
向けた研究

・市公式ホームページ
を活用した情報公表
の推進
・掲載内容の拡大に
向けた研究

進捗状況

・市公式ホームページ
に入札・契約情報
ページ掲載開始
(H18.7月)
　＜掲載内容＞
・工事発注見通し、一
般競争入札の公告、
入札結果の公表、入
札・契約関係書類の
ダウンロード、入札参
加資格審査の申請

・市公式ホームページ
に入札・契約情報
ページ掲載追加
　電子入札インフォ
メーション
　（電子入札関係サイ
ト）
・電子入札情報サー
ビスの活用
　設計図書等を電子
化して配布

・市公式ホームページ
に入札・契約情報
ページ掲載
　電子入札インフォ
メーション
　（電子入札関係サイ
ト）
・電子入札情報サー
ビスの活用
　設計図書等を電子
化して配布

効　　　果

・入札用設計図書を
ペーパーレス化する
ことで
▲２８２，５２９円の削
減効果

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

実施・評価・見直し

・市公式ホームページ
を活用した情報公表
の推進
・掲載内容の拡大に
向けた研究

計画策定 実施 実施

入札契約手続きの透明性の確保を促進すべく情報
公表を行っています。電子入札については、システ
ムの充実と拡大を図ります。

計画策定
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実施項目No 48 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

計画策定 計画策定 実施 実施

進捗状況

・小美玉市文書管理
手引書の作成(H18.6
月)
・文書フャイル及び廃
棄年限の統一化

評　　　価

進捗評価

本部評価

効　　　果

自己評価

 D　見直し

保管文書通知書及
び文書目録の提出
率４０％

保管文書通知書及
び文書目録の提出
率　５５%
保存箱を使用した
文書保存体制の定
着

・公用文書作成の手引
き作成
・各支所の書庫整理の
実施
・公文書館研究会への
参加

・本庁，各支所の書
庫の整理整頓等（ｽ
ﾍﾟｰｽの再配分）
・公文書館研修会
への参加（H20 .10
月）
・文書管理アンケー
トの実施・集計

今後の進め方 評価の意見・反省点

 D　見直し

取組内容

・小美玉市文書事
務取扱規定に基づ
き公文書管理方法
の再検討
・文書目録の整理
統合

・保管文書通知書・
文書目録作成の徹
底
・先進自治体の視
察
・書庫整理の徹底

・保管文書通知書，
文書目録の提出の
徹底化
・保存箱を使用した
保管から保存への
移行
（廃棄文書を保存
箱ごと直接廃棄へ）

H19 H20 H21

実施内容

・公文書管理方法の再検討。
・公文書作成指針の作成。
・公文書管理条例（仮称）の制定。
・公文書（アーカイブス）の設置。

予測効果

・事務効率がアップ
・空きスペース等の有効活用を図る。
・職員の情報に対する意識の向上。

H18 H22

現状と課題

・文書管理の徹底が図られていないことで，今後の情報公開等の責務に適切に対応できない恐れがあ
る。
・歴史的文化的価値のある行政文書の散逸

公文書管理の徹底 総務課

・現行の簿冊管理
システムの再構築
（ファイリングシステ
ム導入の検討）
・国の公文書管理
法の施行に合わせ
て文書管理条例の
内容を検討してい
く。

実施・評価・見直し

・文書目録の提出率は前年度より向上したが、未
だ未提出の所管があるため文書取扱主任者を中
心として提出の徹底を図っていきます。
・保存箱を使用した文書の保存、廃棄は定着しつ
つあるので今後も継続していきます。
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実施項目No 49 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている  D　見直し

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

・システムによる利用
　103件

・システムによる利用
 　1,448件

取組内容

・オンライン化対象事
務拡大の検討
・市民への周知

効　　　果

・システムによる利用
　実績なし

進捗状況

・市ホームページでの
申請書ダウンロードシ
ステムの実施
・合併時のシステム取
扱手続き数19→29に
拡大

H18 H19

実施

・市ホームページでの
申請書ダウンロードシ
ステムの実施
・システム取扱数の拡
大なし

・オンライン化対象事
務拡大の検討
・市民への周知

実施

実施内容

・各種申請・届出のオンライン化対象事務の拡大化。
・利用者の増大促進。

予測効果

・各種申請・届出の手続をインターネットを使ってパソコン上でいつでもでき、住民サービスの向上、利便性の向上
が図られる。
・申請様式の受付や形式審査等の作業の軽減、事務の効率化が図られる。

電子申請・届出の推進 企画調整課

現状と課題

・平成16年7月から稼動した「いばらき電子申請・届出システム」へ参加している。
・申請者が作成する書類についてはオンライン化が可能だが、申請手数料等をオンラインで納付できないなど、
手続の全てがオンラインで完結できないこともあり、利用者にとっては不便な点もある。

実施

・オンライン化対象事
務拡大の検討
・市民への周知
・介護、児童手当関係
の申請手続きの追加

利用実績が少ないので今後は周知を強化していき
ます。今後も申請・届出メニューの追加・拡大を図
り、利用の推進に努めます。

実施・評価・見直し

・市ホームページでの
申請書ダウンロードシ
ステムの実施

・オンライン化対象事
務拡大の検討
・市民への周知

H22H20 H21

実施
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実施項目No 50 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

計画策定

効　　　果

・予約システムの活
用により利用者の
便が図られた。

進捗状況

・既存の「みのり
ネット」の拡充か県
のシステムへの参
加かの検討及び研
究を開始。

取組内容

・社会教育施設のイ
ンターネットによる
予約システムの検
討、研究
・図書館システムの
検討、研究

・インターネット予約
システム整備
・図書館、貸し出し
返却業務のシステ
ム化

・インターネット予約
システムの活用
・図書館貸し出し返
却業務のシステム
化計画の策定

予測効果

・市民の利便性の向上
・事務処理の効率化

H18 H19 H20 H21 H22

現状と課題

旧美野里町において「みのりネット」が導入されている。小川、玉里地区では設備なし。しかし、機器の
老朽化が著しく更新する必要がある。今後、公民館、図書館、資料館、文化センターを含めた市内全域
の社会教育施設に導入すべきである。

実施内容

・インターネット予約システムの整備
・図書館、貸し出し返却業務のシステム化

スポーツ施設、公民館、図書館のイン
ターネット予約システムの拡充運用

生涯学習課

計画策定 実施 実施

スポーツ施設・公民
館について、県シス
テムへ参加決定
（平成２０年６月より
実施予定）
・図書館システム統
合検討、研究実施。

実施・評価・見直し

・図書の貸し出しシ
ステムの統合につ
いては、８月に入
札、２月からの運用
を予定している。

図書の貸し出しシステムの統合については、合併
後の懸案事項であったが、平成２１年度当初予算
に計上され本年度中に事業完了する運びとなった
ことにより、今後は利便性の高い図書館運営によ
り、市民の読書推進が図れることになります。

・インターネット予約
システムの活用
・図書館貸し出し返
却業務のシステム
統合計画の検討完
了（平成２１年度に
予算化）
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実施項目No 51 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

効　　　果

・誰もが使いやすい
会館のあり方と使
用料等について認
識した。

・ 見 直 し た 使 用 料
（施設・設備）が、適
正なのか現状を推
進する。

進捗状況

・玉里総合文化セン
ター「コスモス」の施
設のあり方の見直
しや使用料につい
て再検討を開始し
た。

次年度以降に調整
会議を設け推進す
る。

・公共ホール条例と
規則及び要綱の一
部改正と制定をし
た。

取組内容

・文化センターの諸
室の使用料及び設
備器具の使用料の
統一化について協
議。

公共ホールにかか
る規則及び要綱要
領の見直しを実施。

・使用料（施設・設
備）等の適正化を
図るため、チームを
編成し協議検討。

H22

計画策定 計画策定 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

実施内容

・受益者負担による施設の使用料の見直し・適正化を推進する。

予測効果

・使用料の適正化。
・受益者負担の原則に立った市民負担の公平性の確保。

受益者負担、使用料、手数料等の適正化の推進 生活文化課

現状と課題

現在、さまざまな施設使用料、備品使用料については合併前のままであったり、他市町村とのバランス
等や法改正等により今後検討を要するものがあったりと適正化が必要である。

H20 H21

会館を利用される方が、使いやすく満足のいく施設
の提供に取り組んでいきます。
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実施項目No 51 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 Ｂ　概ね計画どおり  Ｂ　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

本部評価

 D　見直し

H22

計画策定 実施 実施

進捗状況

・国保医療課との調
整会議
・「四季健康館」「寿
荘」の利用状況等
の情報整理中。

（１）お風呂の利用料に
ついては、高齢者に対
する施策の中で負担が
増加していることや、介
護予防、ひきこもり予防
等の視点から現行料金
で設定する。　（２）健診
の負担金については、
平成２０年２月に決定、
４月から実施。

効　　　果

取組内容

・課内会議等により
検討。同等施設等
の料金の設定状況
を研究。

（1）お風呂の利用料に
ついては、同様施設の
料金について協議をす
すめるとともに「高齢者
の憩いの施設」との位
置づけについても協議
する。（２）健診の負担金
については、関係機関と
の協議により決定する。

（１）お風呂の利用料につい
ては、高齢者施策による負
担増や、介護予防等の観
点から現行料金体系に据え
置く。
（２）特定健診自己負担金に
ついては，国保担当部署と
協議，近隣市町村の負担
額を参考に当市の負担金
を設定する。また，費用負
担なしの者についても協議
する。

実施・評価・見直し

H18 H19 H20 H21

実施内容

（１）受益者負担による施設の使用料の見直し・適正化を推進する。
（２）各種健診の受益者負担金の見直し。

予測効果

使用料の適正化。受益者負担金の原則に立った市民負担の公平性の確保。

現状と課題

お風呂の利用料については、現行では６５歳以上無料としているが、同様の福祉施設との料金設定の
相違から料金を徴収する年齢層の統一及び利用料金の改定等について検討。また、各種健診の受益
者負担金についても、今後、特定健診（国保部門）に移行することと合わせて見直しについて検討。

(1)H19：56,373人
   H20：59,195人
　　2,822人の利用者の増加
(2)特定健診は今年度が初
年度で受診者3,927人
・子宮，乳がん検診者の増
加
（子宮がん）
H19：1,539人　H20：1,730人
（乳がん）
H19：1,669人　H20：2,775人

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

自己評価

 D　見直し

評価の意見・反省点

（１）実施
（２）平成20年4月以降実施
の特定健診については，前
年度との検査内容を比較検
討，100円値下げし，1人
1,000円とした。その他の各
種健診料金は据え置きとし
た。また，75歳以上，身障
1･2級，療育手帳Aの方，生
保の方については，負担金
無料とした。

受益者負担、使用料、手数料等の適正化の推進
健康増進課
医療保険課

計画策定
（１）お風呂の利用料につい
ては、高齢者施策による負
担増や、介護予防等の観
点から現行料金体系に据え
置く。
（２）特定健診自己負担金に
ついては，国保担当部署と
協議，近隣市町村の負担
額を参考に当市の負担金
を設定する。また，費用負
担なしの者についても協議
する。

(1)H19と比較して，特に65歳以上の利用者が増加
しており，今後も現行料金体系を継続し，高齢者の
利用の拡大・健康増進を図っていきます。
(2)検診料金負担金無料の人の中で，特に75歳以
上の受診者が1182人と検診受診者全体の12％で
した。高齢になるほど，がん罹患率が高くなるた
め，今後も負担金軽減措置を継続し受診者数の拡
大を図っていきます。
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実施項目No 51 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

計画策定 実施

本部評価

 D　見直し

効　　　果

授業料を統一する
ことにより、市内公
立幼稚園間の公平
性が確保された。

　 小川地区においても
預かり保育事業を導
入することにより子育
て支援の推進が図れ
たとともに、有料化す
ることにより、既に有
料で実施している民
間幼稚園との格差が
解消された。

進捗状況

・授業料について
は、H１８年度より、
月額４，０００円で統
一。
・幼児教育審議会
をH１９年度に設置
し保育内容等につ
いて検討することと
した。

・県内公立・民間幼
稚園における保育
サービス及び授業
料並びに各種保育
サービスに係る保
育料について調査
を行う。

・合併前より無料で
実施していた玉里
幼稚園及び２１年度
より開園する元気っ
子幼稚園で、同事
業を実施するととも
に、受益者負担の
原則に立ち有料と
する。

H22

取組内容

・授業料の統一
・保育内容の検討と
保育内容に沿った
利用者負担

・預かり保育事業実
施要綱素案の作成
及び検討

・預かり保育事業実
施要綱の制定

H18 H19 H20 H21

計画策定

実施内容

・保育内容に沿った利用者負担の検討

予測効果

・使用料の適正化
・受益者負担の原則に立った市民負担の公平性の確保

現状と課題

　現在、さまざまな施設使用料、備品使用料については合併以前のままであったり、他市町村とのバラ
ンス等や法改正により今後検討を要するものがあったりと適正化が必要である。

受益者負担・使用料・手数料等の適正化の推進 学校教育課

実施

市内各幼稚園のサービス内容の均衡を考えた場
合、美野里地区幼稚園においても、預かり保育事
業の導入を検討しましたが、施設面での問題もあり
実施するまでには至りませんでした。合併当時は3
町村時代のままで引き継いでいたものが、新市の
ルールで受益者負担の原則が図られてきていま
す。

評価・見直し

改革終了改革終了改革終了改革終了

45



実施項目No 51 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・公民館利用者の
増加
Ｈ１9：54,000人
Ｈ20：57,600人

受益者負担、使用料、手数料等の適正化の推進 生涯学習課

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

使用料の改定及び減免基準を明確にすることによ
り、公民館各施設の利用者状況については、施設
により多少の増減があるが全体的には活用が推し
進められていることから、適正な使用料であると考
えられます。

効　　　果

・料金徴収及び減
免について理解を
得られ、公民館活
動・運営が円滑に
なった。
・使用料の適正化
が図られた。

進捗状況

・施設利用状況の
把握

公民館使用料の減
免について市公民
館条例施行規則を
改正した。

計画策定 計画策定 実施 実施 実施・評価・見直し

取組内容

・公民館等の施設
使用料改定に向け
た調査

・公民館等の施設
使用料改定に向け
た調査

・公民館利活用の
促進と使用料の徴
収

予測効果

・使用料の適正化。
・受益者負担の原則に立った市民負担の公平性の確保。

H18 H19 H20 H21 H22

現状と課題

現在、さまざまな施設使用料、備品使用料については合併以前のままであったり、他市町村とのバラン
ス等や法改正等により今後検討を要するものがあったりと適正化が必要である。

実施内容

・受益者負担による施設の使用料の見直し・適正化を推進する。

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 52 担当部署

現状と課題

実施内容

予測効果

実施年度

実施計画

取組内容

進捗状況

効　　　果

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・下水道事業審議会
への諮問（H18.8）
・湖北水道企業団と
の料金徴収委託に対
する協定の締結
(H19.3月)
・水道局での平成20
年5月分からのコンビ
ニ収納取扱の決定

・下水道事業審議会
において料金の統一
に向けた検討を2回実
施
・湖北水道企業団と
の料金の一体徴収に
関する仕様の調整と
民間委託に向けたシ
ステムの調整
・コンビニ収納にむけ
たシステム構築の調
整

・下水道及び農業集
落排水施設の統一使
用料を平成21年2月1
日から施行
・平成20年4月分から
湖北水道企業団との
料金の一体徴収と民
間委託を実施
・平成20年4月からコ
ンビニ収納の開始

計画策定 計画策定

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

実施内容の各項目は、事業や地区による費用負
担の格差が解消し、使用者の利便性も向上してい
ることから、改革は概ね終了しました。しかし、水道
局と進めている上下水道料金徴収事務の民間委
託が平成21年度の実施から22年度へと先送りとな
り、スムーズな移行のための調整を引き続き実施
します。

下水道使用料
　収納率　97.8%
農集排使用料
　収納率　97.2%

・水道事業者への料金
徴収委託の全面実施に
より事務の効率化が図
られ経費の削減が期待
できる。
下水道使用料
　収納率　97.5%
農集排使用料
　収納率　97.7%

・下水道及び農業集
落排水施設の使用料
の統一により同一の
行政サービスに対す
る費用負担の公平性
が図れた。
・水道料金との一体
徴収が市全域の実施
となり、さらにコンビニ
収納の開始により使
用者の利便性の向上
が図れた。　下水道
使用料
　収納率　96.7%
農集排使用料
　収納率　97.7%

・下水道事業審議会
において、料金の統
一に向けた検討。
・上下水道の一体徴
収と民間委託の実施
・コンビニ収納等利用
者の利便性の向上の
検討。

・下水道事業審議会
からの答申に基づい
た統一料金の検討及
び関係例規の整備
・上下水道の一体徴
収と民間委託の実施
・コンビニ収納の実
施。

・上下水道料金の民
間委託の実施に向け
た検討

・使用料対象経費回収率の向上
・使用者サービスの大幅な向上
・収納率の向上（97.3％→99.0％）
・受益者負担の原則に基づいた公平性

H18 H19

下水道使用料、農業集落排水施設使用料の見直し

現在、公共下水道については処理分区ごとに３種類、農業集落排水事業については、地区ごとに２種
類の料金体系を併設している。特に農業集落排水事業については、徴収の考え方から大きく異なって
おり、合併合意事項である３年以内の統一からも早急な見直しが必要である。また、料金の徴収体制を
再検討する必要がある。

実施 実施

・下水道事業審議会
において、料金の統
一に向けた検討。
・上下水道の一体徴
収、コンビニ収納等利
用者の利便性の向上
の検討。

実施・評価・見直し

H22

下水道課

H20 H21

・使用料の改定と下水道事業審議会への諮問
・料金徴収業務の民間委託
・コンビニ収納の開始
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実施項目No 53 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・指定ごみ袋の統
一
・ごみ処理手数料
の統一。
・処理手数料の徴
収業務の統一。
・家庭ごみの分別
収集の統一。

進捗状況

廃棄物広域処理システム
検討会（小美玉市、石岡
市、茨城町、かすみがうら
市、土浦市、茨城美野里環
境組合、霞台厚生施設組
合、新治地方広域事務組
合）の設置及び会議４回：各
市町、各施設のごみ処理状
況の比較検討を行った。

・H20に小美玉市指
定ゴミ袋の統一され
ることになった。
・家庭系ゴミの分別
収集を環境組合及
び関係市町と調整
する。

・指定ごみ袋を統一し
た。
・可燃ごみの処理手数
料の有料化を統一した。
・手数料徴収業務をす
べて商工会へ委託し
た。
・美野里地区の不燃ご
みの分別収集体制を整
備した。　（Ｈ２１年４月
より開始）

取組内容

小川・玉里・美野里
各地区のごみ処理
状況を比較検討す
る。

・小美玉市指定ゴミ
袋の統一を検討。
・家庭系ゴミの分別
収集の比較検討。

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

現状と課題

ごみ収集・処理に係る経費は、年間５億８，１８５万円、人口一人当たりにすると約１１，０００円になる。この収集等
の業務内容については、合併時に調整できず、ほとんどが旧町村体制のままになっている。燃えるごみ専用袋も
有料化の価格設定をしているのは美野里地区だけである。

実施内容

○統一したごみ収集システムの検討・燃えるごみ専用袋の形・大きさ・価格の検討を行う。・袋の購入・小売店へ
の販売方法の検討を行う。
○ごみ減量化の検討・ごみの有料化導入等ごみの減量化の検討を行う。
○新たな収集システム実施について市民への周知・新たな収集システムや有料化等の実施については、市民の
理解を得るためにも、十分な周知期間を取る。

予測効果

・ごみの分別、リサイクル等によるごみの減量化(環境負荷の軽減)。
・燃えるごみの減量化による組合負担金の軽減。
・市内全域を同じ扱いにすることより公平な住民サービス・負担の確保。

H18 H19

ごみ収集システムの統一とごみの減量化 環境課

計画策定 計画策定 計画策定 実施

H20 H21 H22

効　　　果

本市においては環境
組合が２施設あるた
め広域で検討がされ
たことにより他市町の
状況まで把握できた。

・ごみ処理システム
が統一された。
・可燃ごみの処理
手数料について公
平性を確保した。

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

実施・評価・見直し

・不燃ごみの処理
手数料の統一。
・さらなるごみの分
別の検討。

概ねごみ処理システムについて統一されてきまし
たが、今後、不燃ごみの処理手数料の統一、更な
るごみの分別を検討していきます。
また、生ごみ処理機の普及を図るために補助制度
を十分に活用し、減量化を図っていきます。
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実施項目No 54 担当部署

実施年度

実施計画

効果

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　価

進捗評価 今後の進め方

本部評価

 D　見直し

自己評価

 Ｄ　遅れている  D　　見直し

進捗状況

　介護給付費の適正化
と過誤請求の防止が図
られた。

①・実態調査３回実施
  7月1,138通介護給付
費通知
11月1,148通介護給付費
通知
　3月1,165通介護給付
費通知
 合計3,451通通知
②地域密着型サービス
事業所6事業所へ指導
を行った。
③1,695件の認定調査票
の確認

①・実態調査３回実施
  7月1,089通介護給付
費通知
11月1,112通介護給付費
通知
　3月1,113通介護給付
費通知
 合計3,314通通知（死亡
者を含まず）
②地域密着型サービス
事業所8事業所へ指導
を行った。
③1,988件の認定調査票
の確認

・実態調査2回実施
10月1,012通　通知
　3月1,180通　通知

取組内容

・介護給付費の請
求内容実態調査。

①介護給付費の請求内容
実態調査。
②地域密着型サービス事
業所へ集団指導及び実地
指導の実施。
③認定調査票の確認

①介護給付費の請求内容
実態調査。
②地域密着型サービス事
業所へ集団指導及び実地
指導の実施。
③認定調査票の確認
④介護支援専門員によるケ
アプランの指導

実施内容

要介護認定の適正化。ケアプランや住宅改修等の点検。介護給付費の通知。地域密着型サービス事
業所の指導・監査。

予測効果

適正なケアプランの作成やケアマネジャーの質の平準化。介護給付費の過大給付の防止。

現状と課題

　平成12年度の制度開始以来、要介護認定者の増加と共に介護保険給付額も上昇し、今後も高齢化
の進行により更に給付額は増加することが予想される。このような状況のなか、より安定した介護保険
給付費のチェック体制の強化による介護費用及び介護サービスの適正化が課題となっている。

H22H18 H19 H20 H21

実施計画策定 実施 実施

介護保険給付の適正化 介護福祉課

介護支援専門員によるケアプランのチェックや介護
保険給付費に関する過誤請求のチェック等を行う
ことができ、不適正な介護給付費の請求防止に役
立てることができました。

評価の意見・反省点

　介護給付費の適正化
と過誤請求の防止・ケア
プランの適正化が図ら
れた。

実施・評価・見直し

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 55 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 Ｃ　やや遅れている  Ｃ　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

財政健全化計画の策定 財政課

現状と課題

本市の財政状況は、税制改正等に伴う市税の増加が見込まれるものの、継続的な地方交付税や地方
譲与税の減額に加え、特例的な地方債の削減など、一般財源等の増加は見込めない状況にあります。
このため、市の財政状況はますます厳しい状況になることが想定され、財政の健全性を確保するため
の取り組みが喫緊の課題となっております。

実施内容

財政健全化計画の策定・公表

予測効果

効率意的な行政運営の推進

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施

H18 H19 H20 H21

取組内容

・基礎数値の把握 ・基礎数値の把握 ・基礎数値の把握

進捗状況

・基礎数値の把握
・財政調整基金へ
の積み立て実施

・基礎数値の把握 ・基礎数値の把握

効　　　果

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

平成21年度に財政健全化計画を公表します。

実施・評価・見直し

・公表
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実施項目No 56 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 Ｂ　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

H18

計画策定・実施 実施 実施 実施

管財検査課公用車の整理

・公用車適正計画の
見直し
・事業課公用車の適
正配置の検討
・集中管理による利用
効率の向上
・公売による経費削減

・公用車適正計画の
見直し
・事業課公用車の適
正配置の検討
・集中管理による利用
効率の向上
・公売による経費削減

実施・評価・見直し

H19

・公用車適正計画の
見直し
・事業課公用車の適
正配置の検討
・集中管理による利用
効率の向上（公用バ
ス含む）
・公売による経費削減

H22

取組内容

・公用車適正化計画
の策定
・事業課公用車の適
正配置の検討
・集中管理による利用
効率の向上
・公売による経費削減

現状と課題

・公用車として一般車両を175台保有しているが老朽化の進んだ公用車が多く、更新計画により整備を
図る必要がある。
・供用できる公用車の集中管理をはじめ、効率的な運用を図ってきた。現在、175台中集中管理公用車
（供用車）は36台となっている。

H20 H21

実施内容

・公用車の運用基準を検討するとともに、買い替え時にはリースを含めた購入を検討し、併せて台数を
減らして経費の削減を図る。
・適正な車両台数を確保するため、事業課等の公用車についても事業課等用供用車制度を検討し、共
有することで合理的な利用を図る。

予測効果

・供用車を増やし合理的な利用を図ることで、廃車を含めた更新計画を早めることができる。また、維持
管理費等経費が軽減する。
　　　(H18：１７５台 → H22：１６５台)

進捗状況

・公用車適正化計画
策定完了(H19.3月)
・公用車配置見直し
・集中管理車38台
・公売台数　2台

・公用車適正化計画
見直し（H20.3)
公用車配置見直し
・集中管理車３４台
・公売台数２台

・公用車適正化計画
見直し目標
公用車配置見直し（Ｈ
22年165台）
・集中管理車３４台
・公売台数５台

効　　　果

・公用車公売実施
　　　▲399,000円。
・公用車の配置・管理
方法を見直し経費の
削減
　　　▲480,000円。

・公用車公売実施
▲511,350円
・公用車の配置・管理
方法を見直し経費の
削減
▲635,000円

・公用車公売実施
▲276,510円
・公用車の配置・管理
方法を見直し経費の
削減
▲550,000円

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

組織機構が固まってきたので必要な車両数が把握
できるようになりました。新車の更新があったが車
両の導入要望があり、計画通りの廃車ができませ
んでした。　支所方式の場合、施設間の連絡移動
が発生するため、H22年度の目標台数の見直しを
行いました。
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実施項目No 57 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

・包括契約削減額
　 　　 ▲6,600,000円
・長期包括契約削減
額業務委託
　　　　▲600,000円
　　物品賃貸借
　　　　▲19,900,000円
合計　▲27,100,000円

・包括契約削減額
　 　　 ▲3,100,000円
・長期包括契約削減
額業務委託
　　　　▲1,800,000円
　　物品賃貸借
　　　　▲8,000,000円
合計　▲12,900,000円

効　　　果

・長期継続契約による
削減額▲21,000,000
円

評　　　価

進捗状況

・長期継続契約を締
結できる契約を定め
る条例及び施行規則
の制定（H18.9)
・維持管理業務の包
括委託の調査検討
・長期継続契約4件
(起工額に対する圧縮
率　19.6%)

H20

取組内容

・長期継続契約
　5年間　電子複合機
借上
　3年間　施設警備業
務
・包括契約
　業務委託　28件
・長期包括契約
　業務委託（3年）　3
件
　物品賃貸借（5・７
年）10件
　

・長期継続契約
　5年間　電子複合機
借上
  3年間　施設警備業
務
　2年間　清掃業務等
・包括契約
　業務委託　22件
・長期包括契約
　業務委託（3年）　3
件
　物品賃貸借（5年） 3
件

・長期継続契約の対
象案件選定
・包括的業務の対象
案件選定

・長期継続契約の対
象案件選定
・包括的業務の対象
案件選定

実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19 H21

実施

実施内容

・機器リースについて、実態に応じた契約を行う。
・維持管理業務については複数施設の同一業務を包括し、複数年を前提に発注する。
・農業集落排水施設の包括的業務委託。
・性能仕様書に基づくプロポーザルの実施。
・債務負担行為による複数年契約。

予測効果

・事務の簡素化、軽減が期待できる。
・経費の節減が期待できる。
・コストの縮減（委託費及び光熱費のトータルコスト約１０％の削減）
・性能発注による民間の自由裁量権の拡大によるレベルの向上。

現状と課題

年度ごと及び予算項目ごとに契約書を作成するので、事務が煩雑である。

・長期継続契約の対
象案件選定
・包括的業務の対象
案件選定

長期継続契約及び包括契約による効果が見られ
ることから、継続し推進してまいります。

長期継続契約・包括委託の活用 管財検査課

H22

計画策定・実施
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実施項目No 57 担当部署

現状と課題

実施内容

予測効果

実施年度

実施計画

取組内容

進捗状況

効　　　果

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・関連業務の窓口が
一本化されたことから
維持管理体制が集約
され、処理施設点検
委託費が▲332,500
円節減できた。

H18

・処理施設ごとに契約
していた形態を、一括
契約に変更し実施。
（平成19年度業務を
年度末に実施）

・一括契約の実施
・長期契約の継続的
な実施
・包括的民間委託に
ための調査検討とし
て先進地の状況を視
察した。

・一括契約の実施
・長期契約の継続的
な実施
・包括的民間委託の
実施に向け検討を重
ねてきたが、農集3地
区の処理施設の構造
的な違いなどから包
括的に委託するより、
部分的に専門業者へ
の委託が有利である
ため、包括的民間委
託は行わないこととし
た。

・一括契約の実施
・包括的委託のため
の検討の開始。

・関連業務の窓口が
一本化されたことから
維持管理業務が集約
され、管理が容易に
なる。

・関連業務の窓口が
一本化されたことから
維持管理体制が集約
され、処理施設点検
委託費が▲607,000
円節減できた。

今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

評　　　価

進捗評価

長期継続契約・包括委託の活用

計画策定・実施 実施

・一括契約の実施
・長期契約の継続的
な実施
・包括的民間委託に
ための調査検討

・一括契約の実施
・長期契約の継続的
な実施
・包括的民間委託に
ための調査検討

H20 H21H19 H22

実施・評価・見直し実施

・事務の簡素化、軽減が期待できる。
・経費の節減が期待できる。
・コストの縮減（委託費及び光熱費のトータルコスト約１０％の削減）
・性能発注による民間の自由裁量権の拡大によるレベルの向上。

実施

下水道課

年度ごと及び予算項目ごとに契約書を作成するので、事務が煩雑である。

・維持管理業務については、複数施設の同一業務を包括し、複数年を前提に発注する。
・農業集落排水施設の包括的業務委託
・性能仕様書に基づくプロポーザルの実施
・債務負担行為による複数年契約

施設の維持管理手法について、効率的な手法を模
索してきたが、平成19年度に構築した複数施設を
一括し専門業者毎に委託し、市が有利に実施可能
なものは直営で実施する委託手法が効率的である
と結論付けたため、改革は終了しています。今後
は、小美玉市の実情にあった管理体制をさらに検
討する必要もあります。

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 58 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

地球温暖化防止実行計画の策定

進捗状況

効　　　果

旧町村時代に策定された現行の実行計画につい
て見直しや修正を実施していきます。平成２０年６
月の法改正を受けて、小美玉市全域を対象とした
「地方公共団体実行計画」の策定に向け、体制を
整え、準備を進めていきます。

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

計画策定 計画策定 計画策定

あまり練られていな
い。

・旧町村毎の実行
計画の修正

・各関係公共機関
からの報告様式の
作成

取組内容

・旧町村毎の実行
計画の検討・見直し
・国県等の計画案
の把握

・旧町村毎の実行
計画の見直し、再
検討
・国県等の計画案
の把握

・旧町村毎の実行
計画の見直し、修
正
・国県等の計画案
の把握

H18 H19 H20 H21

実施内容

・旧町村時代の実行計画の見直しと修正
・地球温暖化対策地方公共団体実行計画の策定

予測効果

・環境的効果及び財政的効果
・温室効果ガス排出量の削減及び光熱費・燃料費等の削減

現状と課題

旧町村時代に策定された事業者としての実行計画については、すべての自治体において策定が義務
付けられており、小美玉市においては旧町村ごとに見直し、修正等を実施しているところです。また、平
成２０年６月に改正された地球温暖化対策推進法において、都道府県及び特例市以上の地方公共団
体に対し、現行の地方公共団体実行計画を拡充し、従来の地域推進計画に相当する区域全体の自然
的社会的条件に応じた施策について盛り込むことが義務づけられました。

環境課

H22

・旧町村毎の実行
計画の見直し、修
正
・地方公共団体実
行計画策定準備

実施・評価・見直し計画策定
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実施項目No 59 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている  D　見直し

今後は学校教育課において効果をみていくとし、現
状推進で取り組んでいくとします。

園舎等の完成によ
り、H21年4月より2
年保育をスタートす
ることができた。

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

効　　　果

計画通り用地の造
成設計および一部
工事に着手できた。

進捗状況

・「統合幼稚園基本
計画」策定(H19.3
月)
・用地取得、所有権
移転登記完了
(H19.3月)

予測効果

幼稚園職員配置の効率化及び運営経費の削減。格差の是正。

・園舎建築実施設
計(12月)
・外構、園庭整備実
施設計(20年3月)
・進入路築造工事
(20年4月）
・陸上自衛隊工事
協定式(20年3月)

・園舎建築工事完
了（H21年3月）
・外溝、園庭整備工
事完了（H21年4月）

H19

実施

取組内容

・「統合幼稚園基本
計画」の作成
・用地取得
・土地鑑定評価
・用地測量
・立木補償鑑定

H18 H20

現状と課題

合併後統一されていない運営（保育年数・バスによる送迎・給食費・延長保育などの実施）による地区
格差の縮小が望まれる。　特に、保育年数については小川地区の４園が１年保育であるが、２年保育を
実施する統合幼稚園の建設の推進を図る必要がある。

実施内容

統合幼稚園建設事業の実施（小川統合幼稚園）

実施計画内に統合し開園できたことにより、縣案事項で
あった保育年数・バス送迎・給食費の統一・延長保育実
施が可能となりました。また、耐震計画の面においても
耐震性が確保できたことにより安全性も高まりました。
今後も幼児教育の拠点として振興を図っていく必要があ
ります。

公立幼稚園の再編
教育総務課
学校教育課

・園舎建築実施設
計
・外構、園庭整備実
施設計
・進入路築造工事
・陸上自衛隊工事
委託協議

・園舎建築工事
・外溝、園庭整備工
事

計画策定 計画策定

H21

実施・評価・見直し

H22

実施
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実施項目No 60 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

現状と課題

自主財源の確保と市民負担の公平性を保つため、市税等の徴収率向上、滞納解消が必要不可欠で
す。経済状況は好転しているとはいえ、依然として滞納者の増加に歯止めがかからない。

実施内容

・納税者の利便性を考慮し、口座振替の推進、納付機会の拡充を図る。また、滞納処分（差押等）の法
的処置を実施し、徴収率の向上を図る。
・収納嘱託員の活用

予測効果

徴収率の向上による市の財源確保（徴収率８６．４％→目標値　90％）
税の公平な負担

市税等徴収率向上 税務課

87.6% 88.3% 89.0% 89.5% 90.0%

H22

計画策定 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19 H20 H21

取組内容

・滞納処分の強化
　不動産差押
　預貯金差押

・滞納処分の強化
　不動産差押
　預貯金差押

・滞納処分の強化
　不動産差押
　預貯金差押

進捗状況

・積極的な滞納処分
を実施
●不動産差押２１６件
32,880,000円
●預貯金差押　４１件
5,581,000円

・積極的な滞納処分の
実施
●不動産差押 70件
17,795,808円
●預貯金差押 220件
24,998,267円
●給与差押   １件 3万
円／月
●生命保険８件

・積極的な滞納処分の
実施
●不動産差押　77件
18,222745円
●預貯金差押　330件
23,299,974円
●給与差押　4件
104,000円/月
●生命保険　13件
●国税還付金　36件
●その他債権　2件

効　　　果

市税徴収率
　現年度分　　96.7%
  滞納繰越分 19.6%
  合　計　　　　87.6%

市税徴収率
　現年度分　　96.6%
  滞納繰越分 25.2%
  合　計　　　　89.4%

市税徴収率
　現年度分　　96.5%
  滞納繰越分 27.9%
  合　計　　　　90.5%

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

ここ3年間で預貯金等の差押を実施し滞納繰越分
の収納率をアップすることできました。
平成20年度において市税目標値の90.0%を達成で
き、90．0％を下回らないよう努力をしたいです。

・滞納処分の強化
　不動産差押
　預貯金差押
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実施項目No 61 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

本部評価

 D　見直し

評　　　価

進捗評価 今後の進め方

効　　　果

350件の増
（H17対比）

600件の増
（H17対比）

739件の増
（H17対比）

評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

取組内容

・口座振替の推進
・コンビニ収納の計
画策定

・口座振替の推進
・コンビニ収納の計
画策定

・口座振替の推進
・コンビニ収納の計
画策定

進捗状況

口座振替納税者が
350件増となった。

【口座振替率】
資産税　25.6％
軽自税　17.4％
市民税　41.6％

【口座振替率】
資産税　26.0％
軽自税　17.6％
市民税　39.2％

計画策定 計画策定 計画策定 実施

実施内容

納税者の利便性を考慮し、口座振替の推進、納付機会の拡充を図る。
コンビニ収納の実施

予測効果

H22H18 H19 H20 H21

現状と課題

茨城県内でもコンビニ収納取り扱いを実施している市町村が出始めており、当市においても導入を検討
する。課題として手数料が高額であったり、滞納分の納付書の取り扱い等慎重に進めていきたい。

・口座振替の推進
・コンビニ収納の検
証

税務課

市税等納付機会の利便性の向上

市税等の納付機会の拡充

概ね計画どおり口座振替者が増加傾向であります
が、更なる推進をしていきます。
また、収納率向上を目指し個人市民税特別徴収の
強化を図っていきます。

実施・評価・見直し
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実施項目No 61 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

・コンビニ収納の情
報収集。
・口座振替率 8.5％
     (H20.3月現在)

介護保険料収納率
現年度　　 　98.1％
滞納繰越分16.5 ％
合　計   　　 95.2％

介護保険料収納率
　現年度分　　98.2%
  滞納繰越分  5.6%
  合　計　　　　96.3%

本部評価

 D　見直し

評価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　遅れている  D　見直し

 D　遅れている

取組内容

・コンビニ収納の取
り組みについて検
討。
・口座振替の推進

効　　果

介護保険料収納率
　現年度分　　97.9%
  滞納繰越分 11.5%
  合　計　　　　95.8%

進捗状況

・コンビニ収納の情
報収集。
・口座振替率 5.2％
     (H19.3月現在)

予測効果

市税等収納率向上。

・コンビニ収納の取
り組みについて検
討。
・口座振替の推進

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18

現状と課題

茨城県内でもコンビニ収納を実施している市町村が出始めており、当市においても導入を検討する。

実施内容

納税者の利便性を考慮し、口座振替の推進、納付機会の拡充を図る。　コンビニ収納の実施。

・コンビニ収納の情
報収集。
・口座振替率 9.5％
     (H2１.3月現在)

・コンビニ収納の取
り組みについて検
討。
・口座振替の推進

市税等の納付機会の拡充 介護福祉課

H19

・コンビニ収納の取
り組みについて検
討。
・口座振替の推進

H20 H21

今後は税務課と連携して介護保険料を含めた市税
等の納付機会の拡充を図ってまいります。
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実施項目No 62 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

実施内容

予測効果

①水道料金の収納率２％(現年度）アップ
②水道利用者へのサービス向上

計画策定 実施 実施 実施・評価・見直し

H19 H20 H22

現状と課題

納付場所①市役所会計課②小川総合支所③常陽銀行④関東つくば銀行⑤茨城銀行⑥東日本銀行⑦
水戸信用銀行⑧茨城県信用組合⑨中央労働金庫⑩美野里町農業協同組合⑪常陸小川農業協同組
合⑫郵便局　　課題：利用者と金融機関との納入時間の不整合により、生活形態の変化に応じた対応
が必要である。

水道料金のコンビニ収納業務委託 水道局

評　　　価

進捗評価

自己評価

本部評価

・収納に関する事務
規定の制定
・コンビニ納付対応
のシステムの導入

市内並びに周辺市町内のコンビニ納付に対応できるシステムの整備

計画策定

H21

 D　見直し

・水道料金収納率
 小川水道事業      　95.1%
  美野里水道事業  　94.8%
　
・平成20年度よりコンビニ納
付ができるよう準備を整え
た

・水道料金収納率
 小川水道事業      　95.9%
  美野里水道事業  　96.4%
　

評価の意見・反省点

平成20年4月1日より、水道料金のコンビニエンス
ストア収納を可能としました。24時間納付可能とな
り、水道利用者のサービス向上を図りました。

 D　見直し

今後の進め方

・小美玉市水道局に
おける収納代理業者
への収納の事務委託
に関する規程を制定
（H19年10月）
・コンビニ納付対応の
システムを導入（H20
年3月）

H18

効　　　果

・水道料金収納率
 小川水道事業      　94.6%
  美野里水道事業  　94.7%
　湖北水道(玉里分)　98.2%

取組内容

・コンビニ納付対応
システム導入検討

進捗状況

・水道料金システム
の変更による対応
準備を進めた。

平成20年4月1日よ
り実施。

平成20年4月1日よ
り実施する。

改革終了改革終了改革終了改革終了
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実施項目No 63 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

・航空写真撮影の実
施
・土地について状況
類似地区の見直し
・路線価導入地区の
選定

・路線価の算定検証
作業
・地目調査及び路線
価地区の画地の認定
計測
・固定資産評価基準
作成

計画策定 実施 実施

税財源充実確保 税務課

現状と課題

市町村合併により固定資産評価の評価基準が統一されていないので、統一した評価基準を作成。
 さらに、市の都市化が進めば、都市計画税の導入の検討も必要と思われる。

H20 H21

実施内容

・市内すべての土地及び家屋の航空写真データと一筆一棟調査の実施。
・都市計画税導入の検討、調査。

予測効果

・均衡公平な課税。
・道路や下水道整備等、都市整備の財源の確保。

H22

実施・評価・見直し

H18 H19

状況類似地域区分の
見直し
用途地区区分の見直
し
標準宅地の選定及び
見直し
時点修正率の検証
土地の現況調査

実施

取組内容

・航空写真データ等に
よる18年度固定資産
評価替え後の現況変
更の照査作業
・固定資産評価基準
の一本化作業

進捗状況

・現況調査の実施
・旧町村の固定資産
課税台帳コードの統
一

・航空写真撮影の実
施（H20.1月）
・旧町村境等の状況
類似地区の見直し
（H19.10月～H20.3
月）
・路線化導入地区の
決定（H19.10月～
H20.3月）

・路線価の算定検証作
業(H20.5～H20.12)
・地目調査及び路線価
地区の画地の認定計測
(H20.6～H20.10)
・固定資産評価基準作
成(H21.1～H21.2)

効　　　果

均衡公正な課税及
び税務行政の効率
の向上

市街地の課税の適正
化及び地区間の価格
差の是正

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

評価基準の見直し及び市街地における評価の見
直し等が着実に進んでいます。
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実施項目No 64 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

現状と課題

合併後の財産管理のため、公有財産の財産台帳電算システムを整備しています。市の未利用財産に
ついては、貸付等により公有財産の有効利用を図っておりますが、厳しい市の財政状況を踏まえ、引き
続きその利用状況や活用を検討し、不要なものについては、売却、貸付等適性な処分を推進する必要
がある。

実施内容

財産取得管理処分審査会を設置し、未利用財産の活用等を検討し、不要なものについて一般競争入
札の手法を取り入れ処分を進める。

実施 実施 実施

今後の進め方

未利用地財産の活用と処分 管財検査課

・小美玉市公有財産
取得管理処分審査会
2回　開催
・売り払いの実施 2件
・売り払い交渉中 1件

計画策定

予測効果

・維持管理費の削減
・土地売却代又は貸付料の収入確保

H18 H19 H20 H21 H22

取組内容

・財産台帳電算シス
テムの整備

・小美玉市普通財産
売り払い事務取り扱
い要綱（案）作成
・売り払い可能地の
選定

・小美玉市普通財産
売り払い事務取り扱
い要綱により売り払
い可能地の選定及び
売却

・小美玉市公有財産
取得管理処分審査会
4回　開催
・売り払いの実施 9件
・土地交換　2件

実施・評価・見直し

・小美玉市普通財産
売り払い事務取り扱
い要綱により売り払
い可能地の選定及び
売却
・住宅用地として貸付
している土地の売却
を検討

自己評価

 D　見直し

進捗状況

・財産台帳電算シス
テムの整備完了
・小美玉市公有財産
取得管理処分審査会
を設置(H18.12月)
・審査会２回　開催

評　　　価

進捗評価

本部評価

効　　　果

・売り払い件数
  2件　２２１㎡
  代金　707,200円

 D　見直し

評価の意見・反省点

・小美玉市普通財産売り払い事務取り扱い要綱に
より普通財産を売却できるようになり２件売却しま
したが、利害関係者との随意契約でした。今後は
普通財産の売却処分を公売により行う必要があり
ます。

・売り払い件数
  9件　1858.44㎡
 代金　5,438,003円
・土地交換
  2件　21295.5㎡
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実施項目No 65 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

住宅使用料収納率
　現年度分  　93.2%
  滞納繰越分 24.0%
  合　計　　　  77.1%
Ｈ１７年度対比
現年度分収納率

7.2％上昇

滞納繰越分収納率
9.5％上昇

・管理条例の遵守。
・市営住宅家賃滞
納整理規程の策定
の検討。

・管理条例の遵守。
・市営住宅家賃滞
納
整理規定の運用。

公営住宅使用料の徴収対策の強化

住宅使用料収納率
　現年度分　　92.2%
  滞納繰越分 31.8%
  合　計　　　　78.5%
Ｈ１７年度対比
現年度分収納率

6.2％上昇

滞納繰越分収納率
17.3％上昇

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

本部評価

 D　見直し

 D　見直し

取組内容

・管理条例の遵守
・使用料滞納整理
規程の検討
・裁判所等の活用
の研究

効　　　果

住宅使用料収納率
　現年度分　　93.5%
  滞納繰越分 16.4%
  合　計　　　　76.8%
Ｈ１７年度対比
現年度分収納率

7.5％上昇
滞納繰越分収納率

1.9％上昇

進捗状況

・滞納整理規程の
策定準備として滞
納者データベース
作成。
・住宅使用料の滞
納整理を実施した。

・市営住宅家賃滞
納整理規程を策定｡
･滞納者データベー
スの整理。
・高額滞納者への
滞納整理を実施。

・滞納者データベー
ス
の整理。
・住宅使用料の滞
納
整理を実施した。

H22

実施・評価・見直し計画策定 計画策定 実施 実施

Ｈ１８ H19 H20 H21

実施内容

・管理条例の遵守。
・使用料滞納整理規程の策定。
・裁判所等公的機関の活用。

予測効果

・住宅使用料滞納者の減少。
・滞納住宅使用料の収納率向上。
・特に 滞納繰越分を重点的に実施し収納率を１０％の向上。
・使用料滞納者の住宅明け渡しによる滞納額の減少。

都市整備課

現状と課題

住宅使用料 の滞納世帯数は全体の１割、約３０戸でるが、この内の半数は滞納が慢性化しており高額
の滞納額となっている。市管理条例では、「３ヶ月の滞納があった場合、明渡しを請求することができ
る。」ことになっているが執行していないのが実情である。
今後、管理条例の遵守が課題となっている。

・管理条例の遵守。
・市営住宅家賃滞
納
整理規定の運用。

市営住宅家賃滞納整理規定に基づいて滞納整理
を強化していきます。
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実施項目No 66 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 Ａ　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている  D　見直し

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

取組効果

補助事業の見直しに
より、整理（統合化）
及び廃止が進んだ。

・H21年度予算編成は、
国の政策等で金額につ
いては増額という結果で
あったが審議会の審査
した補助事業について
は答申書の意見に沿っ
た見直しが進められ、
50,470,306円削減効果
があった。市の補助事
業について適正化及び
整理合理化が図られ
た。

・補助金等の見直し
基準の策定完了
（H19.3月）

進捗状況

・補助金等検討委員
会の設置（H18.10月）

・「補助金等の見直し基
準」の職員説明会を6月
と11月に実施。
・市単独補助金に対し
自己診断評価を実施。
・補助金等検討委員会
の最終答申にH20年度
の審議会設置と全補助
事業の一斉点検の実施
が盛り込まれた（H20.3
月）

・補助金等審議会を設
置（H20.8月）
・市単独補助事業につ
いて、ヒヤリング・評価・
審査を実施。
（H20.8月～10月）
・答申書（市補助事業に
ついて審査結果と付帯
意見）の提出
（H20.10月）

・新年度予算要求前
に補助事業について
自己評価診断表と決
算書の提出をさせ
る。

・補助金等の見直し
基準の策定作業取組内容

・補助金等検討委員
会の設置検討

・策定された「補助金等
の見直し基準」の職員
への周知。
・補助事業について自
己診断評価表を作成。
・補助金等交付審議会
の設置検討。

・外部審議機関として
補助金等審議会を設
置
・市の補助事業につ
いて一斉点検・見直し
をし、平成２１年度予
算に反映させる

H22

計画策定 実施 実施 実施 実施・評価・見直し

H18 H19 H20 H21

予測効果

・補助金の１０％削減

・補助金制度の合理化

・行政の透明性及び職員の説明責任の確保

・サンセット方式の導入

実施内容

・補助金等検討委員会を設置

・補助金等の見直し基準を策定

・補助金の整理合理化に向けた制度設計

・外部審議機関の設置

補助金等の適正化 財政課

現状と課題

市民の自治意識の高揚と行政の意識改革の中で、透明性・公平性・公益性を確保するために、補助金
制度の抜本的な見直しが必要となっている。補助金の財源は税金であり、市は補助金を交付すること
を市民に納得してもらえるよう説明する責任がある。

・補助事業の自己診断評価は職員の説明責任の
強化となった。審議会の審査した市単独補助事業
については適正化、整理合理化が図られた。今後
も補助事業については新年度予算要求時に自己
診断表の添付を義務付けをするなど、内容につい
てよく精査し適正化を図っていきます。
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実施項目No 67 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

効　　　果

・将来の維持管理
費の縮減

・将来の維持管理
費の縮減

取組内容

・工事コスト低減の
検討

進捗状況

・工事計画・設計委
託等でのコスト縮減
の提言要求

・予備（概略）設計、
基本設計におい
て、「コスト縮減の
観点から後段階設
計時に一層の検討
を行なう事項」を仕
様書謳うことを指示

・予備（概略）設計、
基本設計におい
て、コスト縮減の観
点から設計が行わ
れているか継続的
に審査を実施

・設計留意点の確
認

・設計留意点の確
認

H22

計画策定 計画策定 計画策定 実施 実施・評価・見直し

H18 H19

実施内容

・公共事業のコスト縮減対策に関する具体的な施策の策定
・公共事業コスト縮減対策推進委員会の設置

予測効果

・工事（初期）コストの縮減
・規格の最適化による工事費の縮減
・事業便益の早期発現によるコスト縮減
・将来の維持管理費の縮減

公共工事のコスト縮減 管財検査課

現状と課題

本市では、厳しい財政事情の下、限られた財源を有効に活用し、効率的かつ効果的に公共事業を執行
することで、着実な社会資本の整備を行う必要があると考えられます。
このためには、国、県における公共工事コスト縮減の具体的施策を積極的に取り入れ、公共工事コスト
縮減を推進する。

H20 H21

工事計画・設計等の見直し、工事発注の効率化に
より工事コストの低減を充実し、更には公共工事の
総合的コスト縮減対策を目指します。

・設計留意点の確
認
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実施項目No 68 担当部署

実施年度

実施計画

区分

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

 A　計画どおり  A　改革終了

 B　概ね計画どおり  B　現状推進

 C　やや遅れている  C　進行強化

 D　遅れている

評　　　価

進捗評価 今後の進め方 評価の意見・反省点

自己評価

 D　見直し

本部評価

 D　見直し

効　　　果

公共工事の品質確
保の促進

公共工事の品質確
保の促進

公共工事の品質確
保の促進

・新基準による建設
工事成績評定要領
の活用

進捗状況

・新基準による建設
工事成績評定の実
施（契約額１３０万
円以上全件実施）
・評定点の業者通
知
・指名希望業者資
格審査主観点数に
反映

・指名希望業者資
格審査主観点数に
反映

・評定点の業者通
知

・指名希望業者資
格審査主観点数に
反映

・評定点の業者通
知

取組内容

・新基準による建設
工事成績評定要領
の活用

・新基準による建設
工事成績評定要領
の活用

・新基準による建設
工事成績評定要領
の活用

H22

実施 実施 実施 実施 実施

H18 H19 H20 H21

実施内容

・有資格者名簿作成に際しての資格審査
　　経営状況や施工能力に関する事項だけでなく、工事実績や工事成績評定結果等を活用。
・総合評価落札方式による発注
　　過去の工事成績評定点に活用。

予測効果

公共工事の品質確保の促進

工事成績表の有効な活用 管財検査課

現状と課題

発注者が主体的に責任をはたすことにより、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して価格及び
品質が総合的に優れた内容の契約がなされることが重要。「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的
に推進するための基本的な方針」の骨子の第１でもあることから、より一層の透明性、公平性の確保と公共工事
の品質の確保が重要となってきている。

工事成績の活用については、建設工事業者のラン
ク付けに使用していますが、更に過去の工事実績
評定点を入札等の実績に加味し、公共工事の品質
確保を目指します。
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